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※資料中、億円単位で表示している数値は、億円単位未満で端数を調整しています。 
このため、億円単位の増減等、計算結果と一致しない場合があります。 
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１ 平成 22 年度当初予算編成の基本的な考え方                        

 

○ 予算編成の背景 

・  平成 22 年度は、世界経済の回復に伴い、緩やかな景気回復が見込まれるものの、製

造業を中心とした本市の雇用環境は、引き続き厳しい状況にある。 

・  このため、平成 21 年度の法人市民税の減収に加え、平成 22 年度は個人市民税の大幅

な減収が見込まれるなど、厳しい財政運営が必要となっている。 

・  また、政権交代に伴い、「地域主権」や「コンクリートから人へ」といった理念を具

体化するため、これまでの歳出構造を見直すことが求められている。 

 

○ 予算編成方針 

・  市民協働で築く「未来へかがやく創造都市・浜松」の構築に向け、「共生共助でつく

る豊かな地域社会の形成」および「ひとつの浜松による一体感のあるまちづくり」の

市政運営方針のもと、 

①予算配分の重点化を推進 

②効果的な経済対策の実施 

③行財政改革の徹底 

の３点を基本姿勢として編成した。 

 

○ 基本的な組み立て 

・  人件費の削減をはじめ、補助金の見直しなどによる行財政改革効果を活用し、こども

医療費助成など、マニフェストの仕上げに向けた施策を展開する。 

・  「コンクリートから人へ」の理念を具体化するため、投資的経費についても、保育園

など福祉施設への投資にシフトするなど、これまで以上に事業の選択と集中を進める。 

・  地域経済の活性化のため、２月補正予算と当初予算を一体的にとらえ、切れ目なく経

済対策事業を実施していく。 

・  市税収入の減少等に対応するため、行財政改革を徹底し、歳出の見直しを図るととも

に、基金の取崩し、臨時財政対策債の活用などにより必要な財源を確保する。 

・  引き続き中期財政計画に基づき、市債発行の抑制や規律ある財政運営の堅持など、 

財政健全化を進め、将来世代への負担軽減を図る。 



２ 予算規模                                                           

 総予算      4,525 億円 （21 年度 4,495 億円  30 億円の増  0.7％） 

※総予算は、全会計合計から会計間でやりとりする重複部分等を控除。 

 全会計合計   5,253 億円 （21 年度 5,208 億円  45 億円の増  0.9％） 

 一般会計    2,660 億円 （21 年度 2,546 億円 114 億円の増  4.5％） 

 

   （単位：千円、％） 

比   較 
区 分 

H22 年度   

Ａ 

H21 年度   

Ｂ 増減 Ａ－Ｂ 率 

一般会計 266,000,000 254,600,000 11,400,000 4.5 

特別会計 188,694,402 191,375,123 △2,680,721 △1.4 

企業会計 70,648,851 74,808,846 △4,159,995 △5.6 

計 525,343,253 520,783,969 4,559,284 0.9 

控除額 72,824,556 71,282,072 1,542,484 2.2 

総予算 452,518,697 449,501,897 3,016,800 0.7 

      ※三大地、四大地、赤佐の各財産区特別会計を含む。 

 

平成 22 年度一般会計当初予算は、2,660 億円、対前年度比 114 億円、4.5％の増。 

これは、平成 22 年度より、子ども手当の支給が実施されることに伴う 146 億円 

の増などが主なもの。 

 

 

 市債残高（22 年度末見込） 

・ 総市債残高 5,257億円（21年度末見込 5,341億円 △84億円） 

・ 一般会計残高 2,820億円（21年度末見込 2,843億円 △23億円） 

市全体の総市債残高は、前年度対比△84 億円(一般会計△23 億円)。 

中期財政計画に基づく、総市債残高を平成 26 年度末で 5,000 億円未満の 

目標達成を図る。 

 



３ 当初予算案のポイント                             

（１）予算配分の重点化を推進 

①こども第一主義に向けた取り組み 

 子育て支援の充実 

・ こども医療費助成事業（小・中学生の通院医療費を拡充） 

・ 民間保育所施設整備助成事業（23 年 4 月より定員 480 人増） 

・ 放課後児童会施設整備事業（23 年 4 月より定員 470 人増） 

・ 地域子育て創生事業（安心こども基金を活用し子育てを支援） 

・ 子ども手当の支給（国制度により一人当たり月 13,000 円を支給） 

 教育環境の整備 

・ 教育指導支援員配置事業（きめ細かな指導・支援を実施） 

・ 学校建設事業（五島小・遠州浜小統合校建設、積志小プール改築ほか） 

・ 公共建築物緊急耐震化推進事業（教育施設耐震化 100％ H23→H22 に前倒し） 

・ 「心の耕し」を軸とした教育（指定校による推進） 

②くらし満足度向上に向けた取り組み 

 くらしやすいまちづくり 

・ 環境対策事業（新エネルギー利用推進、湖沼水質対策など） 

・ 防災対策事業（地域防災無線の整備、消防航空隊の運営など） 

・ 外国人市民との共生事業 

(外国人学習支援センターなど外国人市民との交流の場を提供など) 

 医療・介護体制等の整備 

・ 老人福祉施設の整備に対する助成（特別養護老人ホーム 3施設） 

・ 障害者施設の整備に対する助成（就労支援施設など 5施設） 

・ 地域密着型介護サービス等提供施設の整備費等に対する助成 

（認知症対応型通所介護サービス提供施設など 28 施設） 

・ 夜間救急室の移転（新医師会館１階に夜間救急室を設置） 



 

（２）効果的な経済対策の実施 

①地域企業への経済対策 

・ ２月補正予算と当初予算を一体的にとらえ、切れ目なく経済対策事業を実施 

     （２月補正：地域活性化・きめ細かな臨時交付金充当事業の追加など） 

・ 中小企業に対する支援（中小企業金融支援事業、マル経融資利用支援事業など） 

②雇用対策 

・ 雇用就業機会の創出(緊急雇用事業、ふるさと雇用事業) 

・ 重点分野雇用創造事業（新卒者を対象に就職に必要な訓練を実施） 

・ 求職者応援事業（インターネットによる求人・求職活動の場の提供） 

・ 失業者住宅手当緊急特別措置事業（失業者への住宅手当支給） 

（３）行財政改革の徹底 

①定員管理・給与等の適正化 

（定員：5,825 人、前年度対比△125 人、適正化計画に対し 24 人の削減前倒し） 

②補助金の見直し 

・ソフト事業に対する補助金の見直し、前年度対比△7億円  

（H21：86 億円 → H22：79 億円） 

※委託や負担金など他科目への転換 3億円を除くと実質 4億円の減 

③財政の計画的な運営 

・ 総市債残高、前年度対比△84 億円（H21：5,341 億円 → H22:5,257 億円） 

（４）その他 

①シティプロモーション事業の推進 

②中山間地域振興事業の推進 

③市民提案型事業の創設 

④区まちづくり関連事業の再編 

 



（単位：千円、％）

増減 A-B 率

1 市　民　税 48,995,000 58,681,000 △ 9,686,000 △ 16.5

個    人 41,462,000 49,216,000 △ 7,754,000 △ 15.8

法    人 7,533,000 9,465,000 △ 1,932,000 △ 20.4

2 固定資産税 53,533,000 52,545,000 988,000 1.9

3 その他 15,972,000 15,774,000 198,000 1.3

118,500,000 127,000,000 △ 8,500,000 △ 6.7

21年度
Ｂ

比　　　較

計

区  分
22年度
Ａ

（単位：億円、％）

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

1,865 1,827 1,773 1,728 2,414 2,393 2,622 2,668 2,546 2,660

増減 15 △ 38 △ 54 △ 45 686 △ 21 229 46 △ 122 114

率 0.8 △ 2.0 △ 3.0 △ 2.5 39.7 △ 0.9 9.6 1.8 △ 4.6 4.5

※16年度予算額は減税補てん債借換え分約119億円を除外

※17年度当初予算額は、合併12市町村の合計額（ただし、市町村間相互にやりとりする重複分を除く）。

旧浜松市 新浜松市

区分

当初予算額

比
較

新旧区分
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一般会計当初予算額の推移単位：億円

４ 一般会計予算案の概要                                                            

 

（１）予算規模                                      

 一般会計   2,660 億円 （21 年度  2,546 億円    114 億円     4.5％） 

 子ども手当支給事業 146 億円、南部清掃工場改修事業 38 億円の増などで 114 億円 

の増。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）歳 入                                                           

① 市 税  個人市民税について雇用状況悪化により減                    

1,185 億円 （21 年度  1,270 億円   △85 億円   △6.7％） 

 個人市民税は、景気減退の影響を受け、雇用状況の悪化等により 78 億円の減。 

 法人市民税は、自動車関連等、中小製造業の業績が依然厳しく 19 億円の減。 

 

  

 

 

 

 

 



（単位：千円）

普通交付税 15,173,356 16,024,634 16,500,000 16,520,719 18,000,000

特別交付税 2,636,209 2,690,693 1,200,000 2,000,000 2,000,000

計 17,809,565 18,715,327 17,700,000 18,520,719 20,000,000

21年度
決算見込

22年度予算区分 19年度決算 20年度決算
21年度
当初予算

（単位：千円、％）

増減 A-B 率

1 地方譲与税 3,849,000 3,866,000 △ 17,000 △ 0.4

地方揮発油譲与税 1,569,000 958,000 611,000 63.8

自動車重量譲与税 2,176,000 2,217,000 △ 41,000 △ 1.8

地方道路譲与税 - 570,000 △ 570,000 皆減

石油ガス譲与税 104,000 121,000 △ 17,000 △ 14.0

2 利子割交付金 560,000 806,000 △ 246,000 △ 30.5

3 地方消費税交付金 7,948,000 7,763,000 185,000 2.4

4 自動車取得税交付金 1,504,000 1,834,000 △ 330,000 △ 18.0

5 軽油引取税交付金 4,786,000 4,856,000 △ 70,000 △ 1.4

6 地方特例交付金 1,414,000 1,946,000 △ 532,000 △ 27.3

地方特例交付金 1,414,000 1,288,000 126,000 9.8

特別交付金 - 658,000 △ 658,000 皆減

7 交通安全対策特別交付金 489,000 445,000 44,000 9.9

8 その他交付金 607,000 659,000 △ 52,000 △ 7.9

21,157,000 22,175,000 △ 1,018,000 △ 4.6

比　　　較

計

区  分
22年度
Ａ

21年度
Ｂ

② 譲与税・交付金  景気低迷に伴う利子割交付金の減など             

212 億円 （21 年度    222 億円   △10 億円   △4.6％） 

 地方道路譲与税（地方譲与税）は、平成 21 年度から道路特定財源の一般財源化に

伴い、名称を改めたことによる皆減。 

 地方特例交付金は、子ども手当創設に伴う地方負担分2億円の増、特別交付金の皆減

（平成18年度の減収補てん特例交付金廃止による経過措置（H19～H21）の終了）など。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地方交付税  景気低迷による税収の減に伴う交付税の増                 

 普通交付税 180 億円 （21 年度    165 億円     15 億円     9.1％） 

 特別交付税  20 億円 （21 年度     12 億円      8 億円    66.7％） 

 

 

 

 

 

 



　※平成21年度末基金残高は平成21年度2月補正後の残高見込

基金残高の推移

73 96 117 90 75

143 147 148
129
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0

100

200
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18年度末 19年度末 20年度末 21年度末 22年度末

単位：億円
上：財政調整基金

下：その他基金

149

219
265243216

（単位：千円、％）

増減 A-B 率

1 通常の市債 8,997,500 8,744,000 253,500 2.9

2 合併特例債・推進債 6,219,100 6,397,400 △ 178,300 △ 2.8

3 臨時財政対策債 14,000,000 8,452,000 5,548,000 65.6

29,216,600 23,593,400 5,623,200 23.8計

比　　　較
区  分

22年度
Ａ

21年度
Ｂ

◎基金取崩額 （単位：千円、％）

増減 A-B 率

財政調整基金 5,500,000 5,000,000 500,000 10.0

減債基金 200,000 0 200,000 皆増

その他基金 1,938,365 4,002,845 △ 2,064,480 △ 51.6

計 7,638,365 9,002,845 △ 1,364,480 △ 15.2

区  分
22年度
Ａ

21年度
Ｂ

比　　　較

④ 基金繰入金  財政調整基金は前年度対比 5億円増の 55 億円を取崩し            

76 億円 （21 年度     90 億円   △14 億円  △15.2％） 

 財源調整のため、財政調整基金を前年度対比 5億円増の 55 億円取崩し。 

 減債基金は、平成 17 年度に発行した「やらまいか債」の償還のため取崩し。 

 その他基金は、みをつくし文化センター・ホール建設事業や介護老人保健施設整備

費助成事業（中山間地域）、都田地区開発事業などに充当。 

 

 

 

 

 

 

 基金残高 149 億円 （21 年度末見込 219 億円   △70 億円  △32.0％） 

 

  

 

 

 

 

 

 

⑤ 市債  市税等の減収に伴う臨時財政対策債の増                     

292 億円 （21 年度    236 億円     56 億円    23.8％） 

 通常の市債は、老人福祉施設整備費助成事業（特別養護老人ホーム）で 6 億円

の増など。 

 合併特例債・推進債は、南部清掃工場改修事業費で27億円の増、平口スポーツ施設

整備事業で 5億円の減、天竜学校給食センター建設事業で 5億円の減など。 

 臨時財政対策債は、55 億円の増。 

 

 

 

 

 



（単位：千円、％）

増減 A-B 率

1 補助事業 21,833,463 22,111,206 △ 277,743 △ 1.3

2 単独事業 21,681,740 21,022,188 659,552 3.1

3 国直轄事業負担金 1,986,000 3,300,000 △ 1,314,000 △ 39.8

計 45,501,203 46,433,394 △ 932,191 △ 2.0

区  　分
22年度
Ａ

21年度
Ｂ

比　　　較

（単位：千円、％）

増減 A-B 率

1 人件費 48,177,830 48,289,123 △ 111,293 △ 0.2

2 扶助費 51,146,957 37,264,942 13,882,015 37.3

3 公債費 36,609,986 36,452,204 157,782 0.4

計 135,934,773 122,006,269 13,928,504 11.4

区　　分
22年度
Ａ

21年度
Ｂ

比　　　較

（３）歳 出                                                        

① 義務的経費  扶助費は子ども手当の創設により増                 

1,359 億円 （21 年度  1,220 億円    139 億円    11.4％） 

 22 年度定数（一般・特別・企業会計）は、前年度対比で△125 人の 5,825 人。適正

化計画における 5,849 人に対し△24 人の削減前倒し。 

一般会計では、退職手当の増はあるが、給料・手当等の減により、前年度対比 1.1

億円の減。 

 扶助費では、補助事業で、子ども手当支給事業 145.9 億円の増、児童手当支給事業

で 53.5 億円の減、生活保護扶助事業 23 億円の増など 130 億円の増。単独事業で、

小・中学生医療費助成事業 7億円の増など 9億円の増。 

 公債費では、過年度に借入れた高金利債の償還が終了しつつあるため、利子償還額

は減少しているものの、依然として高い水準で推移。 

 

 

 

 

 

 

 

② 投資的経費  道路や河川事業費の削減に伴い減                

455 億円 （21 年度    464 億円    △9 億円   △2.0％） 

 南部清掃工場改修事業 38 億円の増、民間保育所施設整備助成事業 14 億円の増、

区画整理事業 22 億円の減など。 

 国直轄事業負担金は、三遠南信自動車道路整備費負担金など、国の大型公共事業の

見直しによる大幅な減。 

 

 

 

 

 

 

 



（単位：千円、％）

増減 A-B 率

①義務的支出 49,882,279 49,956,669 △ 74,390 △ 0.1

②財政支援的支出 10,187,115 9,467,854 719,261 7.6

60,069,394 59,424,523 644,871 1.1

比　　　較

計

区  　分
22年度
Ａ

21年度
Ｂ

（単位：千円、％）

増減 A-B 率

１　特別会計 50,488,721 50,026,104 462,617 0.9

①国民健康保険事業 5,067,860 4,464,966 602,894 13.5

②介護保険事業 6,360,395 6,260,029 100,366 1.6

③後期高齢者医療事業 1,146,317 1,296,735 △ 150,418 △ 11.6

④公債管理 36,623,000 36,465,000 158,000 0.4

 　その他 1,291,149 1,539,374 △ 248,225 △ 16.1

２　企業会計 9,580,673 9,398,419 182,254 1.9

①病院事業 2,584,598 2,394,055 190,543 8.0

②水道事業 167,552 172,797 △ 5,245 △ 3.0

③下水道事業 6,828,523 6,831,567 △ 3,044 △ 0.0

60,069,394 59,424,523 644,871 1.1計

22年度
Ａ

21年度
Ｂ

比　　　較
区  　分

③ 特別会計・企業会計への支出金                              

601 億円 （21 年度    594 億円      7 億円     1.1％） 

 国民健康保険事業は、義務的支出では、保険給付費の増に伴い 2億円の増。財政支

援的支出では、国保事業安定化のため 4億円の増。 

保険給付費の増加に伴う収支不足解消のため、保険料率を改定するとともに、旧浜

松地域と旧 11 市町村の保険料率の完全統一を実施する。 

 病院事業は、義務的支出では、リハビリテーション病院における入院・外来収益の

増などによる 0.5 億円の減。財政支援的支出では、耐震補強工事に伴う企業債償還

利子、減価償却費の増などによる 2.4 億円の増。 

医療センターについては、引き続き経営健全化に取り組むとともに、地方独立行政

法人化への運営形態移行に向けた準備を進める。また、リハビリテーション病院に

ついては、10 月から稼働病床数を 132 床から 180 床に増床する。 

 

   ○ 会計別内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 区分別内訳 

 

 

 

 

   義務的支出…法律などに基づき支出するものや経費の内容から一般会計が負担すべき支出 

   財政支援的支出…義務的な支出以外の財政支援的な性格のもの 



（単位：億円）

区　　分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

一般会計 2,163 2,199 2,218 2,205 3,122 3,060 2,960 2,906 2,843 2,820

特別会計 166 155 143 138 177 168 157 158 142 132

企業会計 1,972 1,992 1,989 1,980 2,418 2,403 2,376 2,383 2,356 2,305

計 4,301 4,346 4,350 4,323 5,717 5,631 5,493 5,447 5,341 5,257

※平成21年度末市債残高は平成21年度2月補正後の残高見込

※満期時に一括して償還する市場公募債償還準備のために、毎年度行う減債基金への積立要素を除いた

   実質的な市債残高

0

2,000

4,000

6,000

単位：億円

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

市債残高の推移

一般会計 特別会計 企業会計

（単位：千円）

元金償還 B 借入　C

一般会計 284,293,840 31,550,456 29,216,600 2,333,856 281,959,984

特別会計 14,221,620 1,342,016 319,800 1,022,216 13,199,404

企業会計 235,543,980 11,682,664 6,682,300 5,000,364 230,543,616

計 534,059,440 44,575,136 36,218,700 8,356,436 525,703,004

区  分
21年度末
残高 A

22年度末
残高 A-D

22年度 ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ
D=B-C

（４）プライマリーバランス  元金償還と借入に配意した予算編成          

84 億円の黒字 （21 年度    110 億円の黒字） 

 国では、プライマリーバランスは、借入額と元利償還額を比較。 

 本市では、より厳しい条件である元金償還額と比較し、全会計合計で 84 億円の

黒字（元利償還額との比較では 197 億円の黒字）。黒字額の分だけ市債残高が減少。 

 所要の事業量を確保しつつ、市債の借入額を元金償還額以下に抑制し、市債残高を

削減。新中期財政計画の目標達成に向けて引き続き取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 予算案の概要資料                               

ビジョン２２関連事業 

 
ビジョン２２関連事業費 １３，９８９百万円 

平成２２年度をマニフェストの仕上げの年度と位置付け、マニフェスト達成に必要な施策を

展開していく。 
  ・小中学生の通院医療費の助成開始 
  ・待機児童解消に向けた民間保育所整備（定員４８０人増） 
  ・教育施設の１００パーセント耐震化（平成２２年度中に達成） 
  ・地元で介護が受けられる施設の整備（３２施設） 
  ・消防ヘリコプターや夜間救急室の移転拡充による救急医療体制の強化など 
 
１ ビジョン２２に掲げる２２年度事業費  

（単位：千円）

22年度 比較

当初 A 当初 B 現計 A－B

7,601,623 6,345,005 11,022,905 1,256,618

3,382,274 1,076,773 1,266,650 2,305,501

4,219,349 5,268,232 9,756,255 △ 1,048,883

1,947,063 1,502,625 1,603,476 444,438

105,727 104,265 104,265 1,462

1,841,336 1,398,360 1,499,211 442,976

4,440,109 4,684,359 5,053,425 △ 244,250

231,582 291,627 281,627 △ 60,045

4,207,248 4,389,382 4,768,448 △ 182,134

1,279 3,350 3,350 △ 2,071

13,988,795 12,531,989 17,679,806 1,456,806

Ⅲ　’０７浜松改革元年

５　スピードある行財政改革で必要な財
　　源をつくる

６　地元の産業のさらなる発展を
　　市長みずから先頭に立つ！

７　トップが動く、浜松が変わる

Ⅱ　くらし満足度向上計画

３　住みやすさナンバーワンの｢ひとつ
　　の浜松｣

４　安全・安心の医療と介護

１　子育て世代を全力で応援

２　地域一体の教育で未来の浜松をつく
　　る

7つの挑戦
3つの
基本
姿勢

Ⅰ　こども第一主義

21年度

合　　計

 



２ ２２年度の主な事業 

22年度

当初(千円)

902,398

1,397,897

582,140

175,834

420,000

635,000

1,352,291

104,127

1,014,584

296,649

147,555

5 112,500

1,100,000

68,000

345,534

47,221

112,432

7 1,279

やらまいか大使、浜松サポーターズクラブによる
シティプロモーションなど

地域クラスター推進助成事業

・知的クラスター創成事業の中核機関である浜松地
域テクノポリス推進機構に対する補助金交付
・研究成果を製品化する事業などに対する補助金交
付
・製品化、事業化した企業に対する販路開拓等の支
援

地域材の需要拡大を図るため、地域材を一定量利
用した木造住宅を建築する人に対し、材料費の一
部の助成　補助金65,000千円（155件）

6

収納率の向上のため、民間ノウハウを活用した催
告業務委託

企業立地促進助成事業

企業立地促進事業費補助金（対象：用地・新規雇
用・建物・設備）
企業立地奨励補助金（対象：固定資産税・都市計
画税・事業所税）

浄化槽助成事業

シティプロモーション事業

市税等催告業務委託事業

天竜材の家百年住居る助成事業

（障害者自立支援）障害者･障
害児介護給付等事業（事業円滑
化、通所サービス）

多文化共生センター運営事業
外国人学習支援運営事業

7つの
挑戦 事業名 事業の内容

小・中学生医療費助成事業 小中学生の入院医療費、通院医療費を助成

1

3つの
基本
姿勢

妊婦健康診査事業
妊婦一人あたり14回助成
多胎妊娠の場合はさらに5回を市単独費で助成

民間保育所施設整備助成事業
増改築７園、創設２園、認定こども園創設１園の
計１０園整備、定員４８０人増

Ⅰ

規模適正化校舎建設・施設整備
事業（小学校）

公共建築物緊急耐震化推進事業

五島・遠州浜小統合校建設

障害者等の介護給付等事業利用者負担（1割）の
軽減

（障害者自立支援）障害者･障
害児介護給付等事業（利用者負
担の軽減）

障害者自立支援法移行により減収となる事業者へ
の助成等
送迎サービスの経費に対する助成の対象にショー
トステイサービス事業所を追加

教育施設の耐震補強計画、耐震補強実施設計及び
耐震補強工事費
平成22年度までに耐震化率100％とする。

交通安全施設等整備・修繕事業

小・中学校教育指導支援員配置
事業

【小学校】学習支援員〈全校〉109人､図書館補助
員〈全校〉107人、複式学級等支援員14人、小学
校指導支援員2人
【中学校】養護教諭補助員10人、緊急対応支援員
6人、図書館補助員〈全校〉48人

子供たちが、安心して学校に通えるように、通学
路の排水性舗装への変更、側溝蓋掛け、路肩のカ
ラー舗装など歩道整備事業

マスコミ、エージェント、企業、関連団体などに対
し、市長自らがあらゆる機会を捉えて、産業（企業
誘致）・観光・音楽文化・特産品等、浜松の魅力を
トップセールス

市長トップセールス

公共用水域の水質汚濁を防止するため下水道及び
農業集落排水計画区域外において合併浄化槽を設
置するものに対する助成
新設 H22 527基､転換 H22 173基

2

Ⅲ

Ⅱ

3

4

地域密着型サービス等提供基盤
整備費助成事業

小規模多機能型居宅介護サービス事業所等の整備
に対する助成（16箇所）

外国人の学習を支援する機能を充実させるため、
外国人を対象にした日本語教室などを実施するな
ど多文化共生の推進を図る。

 



  

こども医療費助成事業 

 

県制度の乳幼児医療費助成事業に加え、平成 20 年度から小・中学生の入院医

療費の助成を市単独で実施。平成 22 年度からは小・中学生の通院医療費助成を

開始する。 

 

１ 乳幼児医療費助成事業               1,188,152 千円 

昭和 48 年から県制度として実施。 

対象 6 歳以下の未就学児（通院・入院を助成） 

所得制限 

なし 

県制度の所得制限については、市単独で助成することによ 

り、所得制限を撤廃 

自己負担  通院 1回 500 円（月 5回目以降はなし）、入院 1日 500 円

助成方法  ＊現物給付 

 

２ 小・中学生医療費助成事業              902,398 千円 

・入院医療費助成   66,389 千円 

     ・通院医療費助成   836,009 千円（11 ヶ月分） 
    

小・中学生の医療費（保険診療に伴う一部負担金）について、自己負担金を

除く金額を助成。平成 22 年度より通院医療費も対象とする。 

 

所得制限 なし 

自己負担  通院 1回 500 円、入院 1日 500 円 

助成方法  ＊現物給付（平成 21 年度までは償還払い） 

財 源  静岡県から10月以降の入院医療費の1／6が措置される予定

 

＊現物給付……受診者は、医療機関で受給者証と健康保険証を提示し一部自己 

負担金を支払い、助成分の医療費は、市が別途医療機関へ支払 

う。 



  

保育所・放課後児童会施設整備 

 

１ 民間保育所施設整備助成事業           1,397,897 千円 

平成 23 年 4 月より保育所定員 480 人増 

(1)改築  1 園 こばと保育園（中区高林四丁目） 

(2)増改築 5 園 和光保育園（西区和光町） 定員 30 人増（120 人⇒150 人）

ﾙﾐｰﾅﾌﾟﾚｽｸｰﾙ（東区和田町） 定員 30 人増（ 90 人⇒120 人） 

若宮保育園（東区大瀬町） 定員 30 人増（ 90 人⇒120 人） 

天林寺保育園（中区下池川町）定員 30 人増（ 90 人⇒120 人） 

いずみ保育園（東区小池町）定員 30 人増（ 90 人⇒120 人） 

(3)増築  1 園 瑞雲保育園（中区佐藤三丁目）定員 30 人増（ 90 人⇒120 人） 

(4)創設  2 園 (仮称)きらりタウン内野保育園（浜北区染地台五丁目） 

             定員 120 人 

(仮称)和合レンゲ保育園（中区和合町） 

             定員 90 人 

(5)認定こども園 創設 1 園 

（仮称）聖隷クリストファーこども園（北区三方原町） 

       保育所部分 定員 90 人 

       幼稚園部分 定員 135 人 

 

２ 放課後児童会施設整備事業             168,132 千円 

  平成 23 年 4 月より定員 470 人増（3,855 人⇒4,325 人） 

  (1)和田小放課後児童会施設整備（東区和田町）     

和田小学校敷地内  定員 40 人増（40 人⇒80 人） 

  (2)曳馬小放課後児童会施設整備（中区曳馬一丁目）  

曳馬小学校敷地内  定員 40 人増（40 人⇒80 人） 

  (3)麁玉小放課後児童会施設整備（浜北区宮口）     

麁玉小学校敷地内  定員 10 人増（30 人⇒40 人） 

  (4)南の星小放課後児童会移転 （南区西島町）  

校舎内専用施設   定員増減なし（80 人⇒80 人） 

  (5)なかよし館転用改修工事（11 館） 定員 380 人増  

 



 

地域子育て創生事業 
 

１ 目的 

安心こども基金を活用し、地域の実情に応じた創意工夫のある子育て支援活動に

関する取組みを支援することにより、すべての家庭が安心してこどもを育てること

ができるような環境を整備することを目的とする。 

 

２ 事業内容 

(1) 地域子育て支援活動促進事業                21,928 千円 

  地域における子育て力を育み、きめ細やかな子育て支援活動を促進するための支援 

（主な事業） 

・しずおか子育て優待カード準備事業         8,388 千円 

 平成 22 年 4 月のカード更新に伴い、18 歳未満の全世帯へカードを配布 

・子育て支援広場事業（モデル事業）         5,000 千円 

 引佐健康文化センターの子育て広場を充実 

(2) 施設入所児童等育成環境支援事業              10,225 千円 

  経済的困難を抱える家庭や施設入所児童の健全な育成環境を確保するための支援 

（主な事業） 

・学習指導員派遣事業                4,925 千円 

 児童養護施設に学習指導員を派遣し、児童の学習を支援 

(3) 要支援家庭訪問事業                     3,378 千円 

 育児不安の解消、または養育支援が必要な家庭に対し訪問を実施 

(4) 子育て支援従事者人材育成事業（研修会派遣事業）       3,469 千円 

地域で子育て支援に従事する支援者を研修会に派遣し、スキルアップと人材育

成を行う。 

 

３ 事業費 ３９，０００千円 



  

子ども手当 

 

次世代の社会を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で支援する観点から、

平成 22 年度より子ども手当の支給を実施する。子ども一人あたり一律に月額

13,000 円を支給する。 

 

支給対象 0 歳から中学校修了までの児童 

支 払 月 

6 月・10 月・2月（平成 22 年度は 10 ヶ月分を支給） 

 6 月… 2～5 月分を支給（22 年度は 4・5月分） 

10 月… 6～9 月分を支給 

 2 月…10～1 月分を支給 

所得制限 なし 

支給月額  13,000 円（平成 23 年度より 26,000 円の予定） 

認定権者 市町村長（受給者が公務員の場合は所属官庁） 

申請猶予 
平成 22 年 3 月末に市町村の認定を受けている者は、子ども

手当の認定請求を既に行っているものとみなす。 

経過措置 
子ども手当の新規対象者は、9 月 30 日までに請求すれば 4

月分からさかのぼって子ども手当が支給される。 

支給対象見込 

児童数 
 112,200 人 

支給見込総額  14,586,000 千円 

 

※ 平成 22 年度における児童手当の扱いについて 

平成 22 年 2・3 月分の児童手当は、平成 22 年 6 月に支給する。 

 

 



 

  

教育指導支援員配置事業 

子ども一人ひとりにきめ細かな指導・支援を実施し、学校生活への円滑な適応を図るた

め、教育指導支援員の配置を行う。 

 

１ 人数及び事業費  786人 455,338千円（21年度：728人 450,387千円） 

 

２ 拡充の主な内容 

（１）発達支援教育指導員         47人 37,600千円（21年度: 37人 29,600千円） 

新規に10校（小学校8校、中学校2校）に配置し、発達支援教室を開設する。 

（２）障害児在籍学級キッズサポーター  82人 54,017千円（21年度: 72人 47,430千円） 

  障がいのある幼稚園児が在籍する学級に加え、学級の状況に応じて加配を行い、個々

の成長に合わせた支援を充実させる。 

（３）外国人児童生徒就学サポーター   40人 33,600千円（21年度: 35人 29,400千円） 

外国人児童生徒が多く在籍する学校に派遣する母国語を話せるサポーターを 5 人増

員し、授業の通訳や翻訳等のサポートを行う。 

（４）（新規）外国人生徒指導補助者   10人  8,400千円 

外国人生徒が多く在籍する中学校へ指導補助者を派遣し、日本語教育、学習支援を

実施する。 

 (単位：人、千円)

人数 金額 人数 金額 人数 金額

①発達支援教育指導員（小・中） 47 37,600 37 29,600 10 8,000

②スクールヘルパー（小・中） 73 45,260 73 45,260 0 0

③学校図書館補助員（小・中） 155 59,482 158 60,598 △ 3 △ 1,116

④小学校学習支援員（小） 109 83,800 110 84,800 △ 1 △ 1,000

⑤低学年多人数学級支援員（小） 0 0 38 30,400 △ 38 △ 30,400

⑥【県費】小1・小2学級支援員（小） (131) - (68) - (63) - 

⑦複式学級等指導支援員（小） 14 15,400 18 19,800 △ 4 △ 4,400

10 8,000 10 8,000 0 0

8 9,152 8 9,152 0 0

多人数学級サポーター 35 23,057 35 23,057 0 0

障害児在籍学級サポーター 82 54,017 72 47,430 10 6,587

複式学級サポーター 6 3,953 6 3,953 0 0

預かり保育サポーター 15 9,920 14 9,145 1 775

40 33,600 35 29,400 5 4,200

14 38,780 11 30,470 3 8,310

10 8,400 0 0 10 8,400

37 24,917 35 19,322 2 5,595

786 455,338 728 450,387 58 4,951

※⑤小学校低学年多人数学級支援員の皆減は、県費支援員の拡充に伴うもの

区　　　　　　分
比　　較平成22年度 平成21年度

⑧養護教諭補助員（中）

⑨学校指導支援員（小・中）

合　　　　計

⑪外国人児童生徒就学サポーター（小・中）

⑩キッズ
サポーター
（幼）

⑬外国人生徒指導補助者（中）

⑫外国人児童生徒就学支援員（小・中）

⑭理科支援員（小）



  

学校建設事業 

 

児童・生徒・園児の安全を確保するとともに、子どもたちに良好な学習環境を提

供するため、市立小中学校及び幼稚園などについて、老朽化や児童・生徒・園児数

等を勘案し、計画的に建設を進める。 

22 年度は、市長マニフェスト“教育施設の耐震化 100％”を着実に遂行するため、

老朽化した教育施設の改築を進めるとともに、教育環境向上のため、学校規模適正

化を推進する。 

 

 

１ 学校建設 

（１）積志小学校                     464,926 千円 

    プール改築、グラウンド整備、旧校舎解体工事 

（２）北部中学校                       69,549 千円   

校舎改築実施設計 

 

２ 規模適正化 

（１）五島小・遠州浜小統合校               1,352,291 千円  

校舎等建設工事（21～22 年度） 

（２）引佐北部小中一貫校                   58,209 千円  

校舎増築実施設計、グラウンド用地取得 

（３）五島幼稚園                                       101,240 千円  

園舎建設工事（21～22 年度） 

（４）内野地区幼稚園                    18,158 千円      

開園に伴う整備 

 



環境対策について 

 

  環境負荷の小さい新エネルギーへの転換や森林機能の保全など地球温暖化防止対策及

び浜名湖・佐鳴湖の水質保全など環境対策を推進するため、平成２２年度においては、

既存事業の拡充や、基金を活用した新規事業の立上げ等必要な予算措置を行い、次のと

おり各種事業に取り組む。 

 

１ 地球温暖化対策関係 

（１）地球温暖化対策事業              ７，０８９千円 

   新たに地球温暖化防止活動推進センターを設置・運営するとともに、エコハウスの

普及・啓発などを行う。 

 

（２）新エネルギー利用推進助成事業        ３７，９００千円 

   住宅用太陽光発電システムを設置する市民に対して補助金を交付する。 

   ・@75千円×500件（平成21年度 @75千円×300件） 

 

（３）（新規）環境マネジメントシステム推進事業      ３２８千円 

   ISO14001に替えて、独自の浜松市役所温暖化対策マネジメントシステムに取り組む

ことにより、浜松市役所として温暖化対策を推進する。 

 

（４）農業施設省エネルギー化推進助成事業      ８，０００千円 

   施設園芸の省エネルギー化、新エネルギーへの転換を行う認定農業者に設備の整備

に対する補助金を交付する。 

・@800千円×10件（平成21年度 @800千円×10件） 

 

（５）カーボンオフセットモデル推進事業       １，２００千円 

   企業活動等により排出される CO２を、その吸収源である森林を整備することで相殺

させる考え方（カーボンオフセット）に基づく森林整備促進のため、ワークショップ

を開催するとともに、モデル事業としての森林整備を実施する。 

 

（６）バイオマス利活用推進事業             ３５０千円 

   バイオマス利活用推進協議会において、バイオマス利活用にかかる事業者の連携支

援、普及・啓発、情報の発信を行う。 

 

（７）廃食用油リサイクル事業              １２０千円 

   家庭から廃棄される食用油をバイオディーゼル燃料として再生利用するため、公民

館等公共施設において拠点回収を実施する。 

 

 



（８）新素材（木質バイオマス）利活用検討事業      ５００千円 

   間伐材等未利用木質バイオマスの利活用の方策を検討する（はままつ産業創造セン

ターへ委託）。 

 

（９）地域残材搬出事業              ６０，０００千円 

   打ち捨てられた間伐材を搬出し、木質バイオマス資源として有効活用する。 

 

（10）環境に配慮した森林管理推進事業       ４６，４９５千円 

   間伐等適正な森林整備を行う者に対して補助金を交付するなど、環境に配慮した持

続可能な森林管理を推進する。 

 

２ 地域グリーンニューディール基金の活用 

（１）（新規）クリエート浜松施設整備事業      １１，９０７千円 

   平成 21 年度に実施した省エネ診断の結果に基づき省エネ改修に向けた実施設計を

行う。 

 

（２）（新規）中小企業省エネ改修推進事業      １０，０００千円 

   10kW 以上の太陽光発電設備及び市が指定する省エネ設備を設置する中小企業に対

して補助金を交付する。 

   ・補助金 10,000千円（@1,000千円×10件） 

 

（３）（新規）木質バイオマス利用促進事業      ５７，０００千円 

   木質バイオマス利活用推進のためのペレット製造施設を森林組合木材加工場に設置

する。 

 

（４）（新規）不法投棄案件支障調査事業        ４，９００千円 

   不法投棄案件が周辺環境に及ぼす影響を調査する。 

 

（５）（新規）微量PCB実態把握調査事業        ６，１００千円 

   微量 PCB 混入廃電気機器の実態を調査するともに、PCB 含有検査を行う市内事業所

に対して補助金を交付する。 

   ・補助金 2,100千円（@35千円×1/2×120件） 

 

３ 湖沼水質対策関係 

（１）水質保全事業                １０，０５４千円 

佐鳴湖の水質調査や平成 21 年度までに実施した調査に基づく浜名湖の水質改善対

策の検討及び川や湖を守る条例のPRを行う。 

 

（２）（新規）佐鳴湖水質浄化実験事業        ３１，０００千円 

   水域浄化装置を設置し、佐鳴湖水質の浄化実験を行う。 



 

防 災 対 策 

 

 

１ 地域防災無線整備事業                １８９，４３６千円 

現在、旧浜松・浜北地域は周波数の異なるアナログ式の地域防災無線を使用し

ているが、総務省より平成 23 年 5 月までのデジタル化を求められているため、地

域防災無線のデジタル化を進める。 

 

２ 消防航空隊運営維持管理事業              ９４，７１１千円 

  合併により拡大した市全域の消防力を強化し、市民の安心・安全を守るために

平成 22 年度より消防ヘリコプターの正式運航を開始する。 

また、県内の災害をはじめ、他都市で起きた大規模災害時には緊急消防援助隊

航空部隊として活動する。 

 

３ 地震対策推進事業                  ２１９，７９７千円 

(１)わが家の専門家診断事業 

・耐震診断補強相談士の無料派遣 

(２)木造住宅補強計画策定事業  

・旧構造基準で建築された既存木造住宅の補強計画作成費用の一部助成 

(３)建築物耐震診断事業 

・旧構造基準で建築された既存建築物（木造を除く）の耐震診断費用の一部助成 

(４)建築物耐震補強助成事業 

・耐震診断の結果、倒壊又は破壊の危険性がある建物の耐震補強工事費用の一部助成 

(５)建築物耐震補強計画策定事業 

・旧構造基準で建築された木造住宅以外の既存建築物の補強計画作成費用の一部助成 

(６)ブロック塀等耐震化促進事業 

・地震発生時に倒壊等の危険性のあるブロック塀等の撤去工事費用の一部助成等 

 

４ 公共建築物緊急耐震化推進事業            ６３５，０００千円 

 市民に安全で安心な公共建築物を提供するため、Is 値 0.7 未満の既存公共建築

物について耐震化を実施している。特に教育施設については、耐震化の進捗を図

るために、平成 23 年度事業完了予定を 1年前倒しし、平成 22 年度に 5校 1園の

耐震化を実施し完了する。 

 



 

外国人市民との共生事業 
 
１ 不就学や学び直しのための教室開催事業           15,400 千円 

  不就学の子どもたちや、就学年齢期を過ぎた青少年の支援 
(1) 学習支援教室、学び直し教室等 

 

２ 外国人学習支援センター運営事業              49,122 千円 

  平成 22 年 1月 18 日に開設した外国人学習支援センターの運営 

  (1) 外国人を対象とした日本語教室 

    はじめての日本語教室、日常生活のための日本語教室 など 

(2) 外国人に日本語を教えるボランティアの養成講座 

   日本語ボランティアスキルアップ講座 など 

(3) 多文化体験（外国人、日本人対象）スクール 

  (4) 公立学校等の日本人の教員などを対象としたポルトガル語講座 

  (5) 外国人学校への日本語教師派遣 

 

３ 外国人子ども教育支援推進事業               141,969 千円 

日本語が理解できず不就学となってしまう子どもや、母国語の理解が十分でない子

どもへの支援 

(1) 日本語教室「はまっこ」の開講 

8 会場 9教室（21年度：8会場 9教室） 

会場：元城小、萩丘小、遠州浜小、砂丘小、瑞穂小、浜名小、江南中、浜名高 

(2) 母国語教室「まつっこ」の開講 

4 会場 4教室（21年度：4会場 4教室） 

会場：クリエート浜松、佐鳴台集会所、和地公民館、なゆた浜北 

(3)（新規）派遣型支援教室「まなぶん」の開設 

    東・西の 2教室を設置し、小中学校へ指導者を派遣することにより、初期日本語

指導、授業への橋渡し指導、放課後学習支援を実施する。 

(4) 就学サポーターの増員 

外国人児童生徒の多く在籍する学校に派遣する母国語を話せる就学サポーター

を 5人増員し、40人（21年度：35人）体制で日本語授業のサポートを行う。 

  (5)（新規）就学支援のための相談員、協力員の配置 

     教育相談支援センターでの就学ガイダンスや学校訪問などによる就学支援等を

実施するために、相談員 1人、協力員 1人を配置する。 

  (6)（新規）指導補助者の派遣 

     外国人生徒が多く在籍する中学校へ指導補助者 10 人を派遣し、日本語指導、教

科学習支援を実施する。 

(7) 就学支援員の増員 

特に外国人児童生徒が多く在籍する学校に常駐で配置する就学支援員を3人増員

し、14人（21年度：11人）体制とする。 



福祉施設への投資 

 

障害者、高齢者等への福祉サービスの提供を充実させるため、福祉施設整備費に

対する助成を行い、社会福祉の推進を図る。 

事業費では、前年度対比 17 億円増の 22 億円を措置する。 

 

（単位：千円）

 １ 障害者施設に対する整備費の助成

(1) 就労支援施設整備費助成事業 208,720 0 208,720

(2) 障害者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ等整備費助成事業 56,100 36,132 19,968

(3) 地域交流ｽﾍﾟｰｽ整備費助成事業 26,506 0 26,506

(4) 身体障害者療護施設整備費助成事業 0 458,590 △ 458,590

291,326 494,722 △ 203,396

 ２ 介護保険サービス提供施設に対する整備費の助成

(1) 老人福祉施設整備費助成事業 675,000 0 675,000

(2) 中山間地域介護老人保健施設整備費助成事業 202,500 0 202,500

(3) 地域密着型ｻｰﾋﾞｽ等提供基盤整備費助成事業 1,034,984 0 1,034,984

1,912,484 0 1,912,484

2,203,810 494,722 1,709,088

22年度 比較事業名 21年度No

合　　　計

計

計

 
 

１ 障害者施設に対する整備費の助成 

 (1)就労支援施設整備費助成事業                 208,720 千円 

○大山ファーム（西区大山町）定員 22 人           

   ○ぐっと（南区江之島町）  定員 20 人            

(2)障害者グループホーム等整備費助成事業                     56,100 千円 

   障害者の地域における居住の場であるグループホーム等の整備費に対する助成 

○ケアホーム「こもれび」（北区根洗町）   定員 7人     

   ○ケアホーム (仮)｢請留１号」（天竜区渡ヶ島）定員 7人     

○ケアホーム (仮)｢請留２号」（天竜区渡ヶ島）定員 7人      

 (3)地域交流スペース整備費助成事業                              26,506 千円 

施設利用者と地域住民等の日常的な交流スペースの整備費に対する助成 

○大山ファーム（西区大山町）  127 ㎡              

    ○ぐっと（南区江之島町）      137 ㎡               

 

 



２ 介護保険サービス提供施設に対する整備費の助成 

(1)老人福祉施設整備費助成事業                          675,000 千円 

定員 30 人以上の特別養護老人ホームの整備費に対する助成 

○(仮)キラリタウン浜北総合福祉施設（浜北区染地台）  100 床  

    ○特別養護老人ホーム山崎園（西区雄踏町山崎）      60 床  

○特別養護老人ホームみずうみ（北区三ヶ日町三ヶ日）   40 床   

(2)中山間地域介護老人保健施設整備費助成事業                 202,500 千円 

   春野地域への介護老人保健施設の整備費に対する助成 

    ○２階建て ６０床 

(3)地域密着型サービス等提供基盤整備費助成事業              1,034,984 千円 

①施設開設に伴う整備費等に対する助成               940,750 千円 

 ○認知症対応型通所介護サービス提供施設（2施設）   

認知症の方を対象とした、定員 12 人以下の通所介護サービス提供施設 

○小規模多機能型居宅介護サービス提供施設（8施設）  

要介護者または要支援者を対象とした、定員 25 人以下の通所や施設への宿

泊等を組み合わせたサービス提供施設 

○認知症対応型共同生活介護サービス提供施設（3施設） 

認知症の方を対象とした、定員 18 人以下の共同生活を行う施設 

○地域密着型特定施設入居者生活介護サービス提供施設（1施設） 

要介護者とその配偶者等を対象とした、定員 29 人以下の入所施設 

○地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護サービス提供施設（4施設）  

定員 29 人以下の特別養護老人ホーム        

②スプリンクラー設備の整備費に対する助成                    54,234 千円 

平成 21 年 4 月の消防法施行令の一部改正に伴い、小規模福祉施設へスプリン

クラー設備を整備する事業者に対する助成 

○認知症高齢者グループホーム（9施設） 

   ③介護療養型医療施設からの転換整備費に対する助成            40,000 千円 

    ○介護老人保健施設への転換  

（仮）介護療養型老人保健施設和恵会（西区入野町） 40 床 

 



経済対策事業・雇用対策事業 

 

１ 目 的 

  最近の我が国の景気は、昨年からの世界同時不況の影響により、景気悪化ペース

は鈍化し下げ止まりつつあるものの、雇用情勢の悪化が懸念されるなど、引き続き

厳しい状況にある。 

このため、厳しい経済・雇用情勢に対応した対策を積極的に展開し、市民生活の

安定を目指す。 

 

２ 経済対策事業 

（１）平成 21 年度における経済対策事業 22 年度実質的事業費２，６７５，２００千円 

   平成 21 年度は 5月補正予算から経済対策を実施。 

   2 月補正予算では、経済危機対策臨時交付金や、きめ細かな臨時交付金を活用

し、26.8 億円を措置。（これらは実質的に平成 22 年度執行事業となるもの） 

 

（２）中小企業に対する支援 

①中小企業金融支援事業                １３６，９８６千円 

中小企業者等の経営安定化や新規事業展開等の支援による、地域経済の振興。 

市融資制度をより活用し易い制度に改正し、中小企業者の資金調達円滑化等を

推進する。 

・ 中堅企業等の必要資金確保のための、融資限度額の拡大 

・ 利用者の返済負担軽減のための、返済期間の長期化 

・ 「ビジネスサポート資金」、「緊急経済対策特別資金」における、据置期間

の延長（１年 ⇒ ２年） 

②マル経融資利用支援事業                   １００千円 

   日本政策金融公庫の無担保・無保証人・低利の融資制度（マル経融資）への利

子補給による、小規模事業者の返済負担軽減。 

・ 対象融資：平成 22 年 4 月から平成 24 年 3 月末までの借入金 

・ 補助金額：借入日から 1年間に支払われた利子額のうち利率 1％相当額 

 

③中小企業倒産防止共済掛金助成事業           ３０，０００千円 

   急激な景気減速に伴う中小企業の連鎖倒産を防止するための「中小企業倒産防

止共済」への加入に対する助成。 

・ 対象者：平成 20 年 11 月から平成 22 年 12 月末までの新規加入者 

・ 補助金額：加入月から 6ヶ月分の掛金月額の 1/2（上限：月額 2万円） 

 

（３）工事・業務委託等における地元企業の優先 

建設工事及び物品購入、業務委託・賃貸借については、地域経済の活性化を図

るため、「地元でできるものは、地元で」を基本方針として、市内（地域）事業

者を最優先に選定する。 

・優先選定順位  市内業者 → 準市内業者 → 市外業者 



３ 雇用対策事業 

（１）雇用就業機会の創出 

①緊急雇用事業                    ５５８，９１０千円 

離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等の失業者に対して、短期の

雇用・就労機会を創出する。 

   ・ 雇用期間 6 ヶ月以内（最長 1年）、 雇用人数 422 人 

 

②重点分野雇用創造事業                １４６，５２０千円 

福祉、農業、林業等の成長分野における人材育成及び新卒未就職者への対策と

して雇用創出を図る。 

・ 雇用期間：1年以内、 雇用人数：58 人 

 

③ふるさと雇用創出事業                １６４，２００千円 

   地域内でニーズがあり、かつ今後の地域の発展に資すると見込まれる事業を実

施し、求職者に対して安定的な雇用機会の提供を行う。（21 年度からの継続事業） 

   ・ 雇用期間：1年以上、 雇用人数：29 人 

 

（２）求職者応援事業                     ２，３９５千円 

   市内事業所の求人確保を図り、若年者や離職者の就労支援を行う。 

・インターネットによる、求人・求職活動の場の提供 

・市内事業者に対する採用意向調査の実施 

 

（３）労働・雇用相談事業                   ５，４０６千円 

労働時間、解雇、賃金等の様々な雇用に関するトラブルを調整するため、社会

保険労務士による総合的な労働相談を実施する。 

・常設無料電話相談の開設 

 

（４）失業者住宅手当緊急特別措置事業           １５７，２５０千円 

   雇用と住居を失った者等に対して、住居の確保を支援し、求職活動へ専念でき

るようにすること目的として、住宅手当を支給する。 

   ・支給対象者：2 年以内に離職した者であって、就労能力と就労意欲のある者

のうち、住宅を喪失又は喪失するおそれのある者 

(収入、資産要件あり) 

   ・支給期間：6ヶ月間 

   ・支 給 額：生活保護の住宅扶助特別基準額に準拠 



  

補助金の見直し 

平成 20 年度、21 年度に実施した内部、外部評価の結果を踏まえ、全ての補助金につ

いて方向性を定め、平成 22 年度予算に反映した。 

 

１ 見直しの考え方  

・全ての補助金交付要綱を全面的に見直し、新たな要綱を整備 

・市の関与や責任を明確化し、特に必要なものは委託事業や負担金事業等へ転換 

・イベント補助は 21 年度をもって廃止。特に公益性や必要性が高いものは、区まち 

づくり事業等へ再編 

・団体運営費補助は、22 年度の廃止に向けて整理。特に公益性や必要性が高いもの 

は、事業費補助等へ転換 

 

２ 補助金総額         １５２億円 （21 年度 １２４億円 ２８億円増) 

（１）ソフト事業に対する補助金 △7億円(21 年度 86 億円 → 22 年度 79 億円） 

〈減の主なもの〉 

・土地改良区管理事業費補助金     △1.3 億円の減(22 年度 2.1 億円) 

・森林整備・林業振興事業費補助金   △0.8 億円の減(22 年度 1.0 億円) 

 

（２）ハード事業に対する補助金  35 億円(21 年度 38 億円 → 22 年度 73 億円） 

〈増の主なもの〉 

・保育所等緊急整備事業費補助金     13.9 億円の増(22 年度 14.0 億円) 

・地域介護・福祉空間施設整備費補助金  10.3 億円の増(22 年度 10.3 億円) 

 

３ 補助金件数          １５９件  （21 年度 １８９件 △３０件） 

   

４ 補助金以外の科目等を含めた総額の実質的な比較 

 補助金  2,768 百万円(21 年度 12,387 百万円→22 年度 15,155 百万円)…a 

委託料や負担金等への転換 

315 百万円(21 年度      0 百万円→22 年度    315 百万円)…b 

a＋b =    3,083 百万円(21 年度 12,387 百万円→22 年度 15,470 百万円) 24.9% 

 

※ ハード事業に対する補助金の増額 3,457 百万円(21 年度 3,809 百万円→22 年度 

7,266 百万円)を除いた削減額は 

△374 百万円(21 年度  8,578 百万円→22 年度  8,204 百万円) △4.4% 



シティプロモーション事業の推進 

 
 
１ 目的 

本市が持つ魅力を国内外に広く発信し、政令指定都市・浜松の知名度やイメージ

の向上、さらには、都市ブランドの確立を図る。さらにこの活動を通じ、「人」、  

「もの」、「情報」の交流を活発化し、都市間競争に打ち勝つ、元気で活力のある浜

松を創ることを目的とする。 
 
２ 事業内容 

（1）市長トップセールス 

 

（2）首都圏プロモーション 

  ①戦略的メディアリレーション事業 

  ②首都圏プロモーション用フリーペーパー事業 

   首都圏プロモーションの戦略的ツールとして、首都圏在住のビジネスマンを 

ターゲットにしたフリーペーパー「HAMA 流(はまる)」を編集・発行する。 

  ③首都圏プロモーションイベント事業 

   本市の多彩な魅力をアピールするシティプロモーションイベントを首都圏で

開催し、今後の誘客及び特産物の流通拡大等につなげる。 

 

（3）地域資源情報整備事業【労働費・元気回復ふるさと雇用事業】 

本市に点在するシティプロモーションの素材となる情報を空間的、時間的及び

言語的に整理して、多面的に伝える地域資源情報素材として整備し、その素材を

二次利用しやすい形で蓄積し、情報発信及び情報提供していく。 

 

（4）はままつ応援団創生事業【職員提案事業】 

本市に拠点を持ち、全国に支店等を置く企業の協力を得て、浜松の応援団であ

る“浜松サポーターズクラブ”の拡充を図り、浜松の魅力や旬な情報を国内外に

発信する。 
 

（5）その他事業 

  ①浜松市やらまいか大使、浜松サポーターズクラブの積極的な活用 

  ②浜松市マスコットキャラクターの活用 

  ③市内外で開催されるイベント等でのプロモーション活動 

  ④シティプロモーションホームページの運営及びシティプロモーションツール

の制作 

  ⑤ペイドパブリシティ 

 
３ 事業費 68,500 千円（労働費含む） 



中山間地域振興事業の推進 

 

１ 目的 

  中山間地域では、過疎化、高齢化の進行により、地域社会の基盤が脆弱化し、住

み続けるための条件が悪化している。 

このため、住民がいきいきと住み続けられる地域の形成を目指し、本市独自の計

画として｢浜松市中山間地域振興計画（山里いきいきプラン）｣（計画期間：平成 22

年度から 5か年）を策定した。この計画に基づき、地域社会の維持につながる効果

的な事業を提案・実施していく。 

 

２ 中山間地域振興計画における４つの重点方針の主な事業 

（１）地域の担い手をつくる（新しい地域の仕組みづくり） 

・都市と山村フレンドシップ事業                   800 千円 

都市部の住民を中山間地域に呼び込むため、中山間地域の NPO 法人や自治会等

へ企画運営を委託する 

・中山間地域集落機能支援事業                  4,592 千円 

集落支援員のモデル配置、緑のふるさと協力隊員の受け入れ等により、集落支

援のあり方や方法を検討する 

 

（２）安全安心な生活を守る（生活基盤の整備） 

・地域公共交通連携計画実施事業                29,159 千円 

地域公共交通の活性化及び再生を総合的かつ一体的に推進する 

　・中山間地域介護老人保健施設整備費助成事業         202,500 千円 

   中山間地域に介護老人保健施設を創設する事業者に対する助成 

 

（３）地場産業を活かして地域を潤す（地場産業、地域資源の活用）

・木質バイオマス利用促進事業                               57,000 千円 

木質バイオマス利活用促進のため、木質ペレット製造施設を森林組合木材加工

場に設置する 

・ヤマタケの蔵施設整備事業                             30,590 千円 

歴史的建造物の「ヤマタケの蔵」をイベント会場やギャラリースペースとして

活用し、地域住民の街づくりの活動場所等とするため整備を行う 

 

（４）地域の魅力を売り込む（活性化への挑戦） 

・旧天竜市民会館跡地駐車場整備事業                         10,000 千円 

    散策の拠点として必要不可欠な駐車場を旧天竜市民会館跡地に整備する 

 



 

市民提案型事業の創設 

 

従来型の補助事業の見直し、既存事業の再編などにより、提案型支援事業を

創設し、事業を実施する。 

 

１ 地域力向上事業                   128,300 千円 

  市民協働の理念のもと、地域課題の解決により地域力を向上し、住みよい

地域社会を実現するため、がんばる地域応援事業を再編し、市民提案やアイ

デア等を基に実施する「地域力向上事業」を創設する。 

  ○市民提案による住みよい地域づくり助成事業 32,200 千円 

   市民等からの、公益性のある地域づくり事業提案に対し助成するもので、 

3 人以上のグループ及び団体を対象 

○地域課題を解決する区企画事業       96,100 千円 

   市民からの提案やアイデア等をもとに、市民協働の観点を取り入れ、区

が企画、実施する 

 

２ 元気な農林水産業活動助成事業            3,050 千円 

  農林水産業に関する団体の活動への助成を見直し、新たに団体・グループ

の行う農林水産業振興にかかる活動を公募し助成する制度として再構築し、

農林水産の振興を図るとともに新たな取り組みも含めた事業展開を推進する。 

  ・農林水産業振興に取り組む 3 人以上で組織する団体を対象 

 

３ 商店街魅力アップ支援事業               46,000 千円 

  来街者数の増加に向けて商業者が自ら考え、取り組む仕組みづくりと、事

業内容の評価・検証による効果的な事業への集中的な支援により、商店街の

活性化を図る。 

  ・1 事業に対し補助期間は 3 年以内 

 

４ 元気回復ふるさと雇用事業              128,200 千円 

  本地域の厳しい雇用情勢を踏まえ、静岡県ふるさと雇用再生特別基金を活

用し、民間企業等の創意工夫による提案を基に、地域ニーズに即した雇用創

出事業を実施する（21 年度からの継続事業）。 

  ・地域資源情報整備事業ほか 7 事業を実施 

 

５ 「やらまいかスピリッツ！職員提案」事業        8,250 千円 

  職員の意欲向上を図り、創造性の高い組織への変革を目指すため、21 年度

に引き続き「やらまいかスピリッツ！職員提案」事業を実施する。 

  ・アウトレットモール誘致事業ほか 5 事業を実施 



 

区まちづくり関連事業の再編 

 がんばる地域応援事業を見直し「地域力向上事業」を区役所費に創設する。また、地域

自治区まちづくり事業は各事業の行政関与の必要性を精査し「区まちづくり事業」として

再編する。 

１ 地域力向上事業 

 (1) 事業費 128,300千円 

総事業費の50%を均等割額とし、残額を面積割 20%、人口割 20%、平成 20 年度がん

ばる地域応援事業応募件数割10%に分配して各区へ比率配分する。 

配分上限額は25,000千円、下限額は16,000千円とする。 

                         （単位：千円） 

 中区 東区 西区 南区 北区 浜北区 天竜区 合計 

助成事業 4,700 4,000 4,000 4,000 5,200 4,000 6,300 32,200

区企画事業 14,000 12,000 12,000 12,000 15,400 12,000 18,700 96,100

合  計 18,700 16,000 16,000 16,000 20,600 16,000 25,000 128,300

 (2) 制度の概要 

○ 市民協働の理念のもと、地域課題の解決により地域力を向上し、住みよい地域社

会を実現することを目的に、市民提案やアイデアを基に事業を執行する。 

○ 地域力向上事業は、市民等からの公益性のある地域づくり事業提案に対し助成す

る「市民提案による住みよい地域づくり助成事業」及び地域課題の解決、地域資源

の活用等、市民からの提案やアイデア等をもとに、区が企画、実施する「地域課題

を解決する区企画事業」の２つの事業で構成する。 

○ 全ての事業を協議会にて協議し、区協議会の意見を踏まえ事業を実施する。 

２ 区まちづくり事業 

 (1) 事業費 183,300千円 

平成21年度地域自治区まちづくり事業を区まちづくり事業として再編する。 

  大事業名：区まちづくり事業                 （単位：千円） 

事業名 西区 北区 浜北区 天竜区 合計 

地域文化振興事業 10,800 15,000 6,200 14,800 46,800

地域活動支援事業 11,500 50,300 22,800 51,900 136,500

合計 22,300 65,300 29,000 66,700 183,300

 (2) 制度の概要 

○ 「区まちづくり事業」は、各区役所費に計上する。 

○ 区まちづくり事業は、伝統文化継承、文化地域ＰＲに関する「地域文化振興事

業」及びイベント、スポーツ及び地域活動に関する「地域活動支援事業」により構

成する。 

○ イベント事業については全て行政関与の必要性を充分に精査し、執行する。 



政権交代関係事業について 

 

  政権交代に伴う民主党マニフェスト事業等について、下記のとおり予算措置を行った。 

  （既存事業については、事業費の増減額を掲載） 

 

 

１ （新規）子ども手当支給事業 １４，６３８，０００千円 

   ・中学校修了までの児童を対象に、月額13,000円を支給 

（平成23年度から、月額26,000円を支給） 

※ 平成22年度は、「児童手当法」を現行のまま存続 

⇒ 児童手当分：国・地方・事業主が費用負担 

⇒ 残りの部分：全額国庫負担（所得制限を設けないことによる市負担増額分 

は、地方特例交付金として措置） 

 

２ （追加）児童扶養手当支給事業    ６６，１７５千円 

   ・平成22年 8月から、父子家庭の父を支給対象に追加 

 

３ （追加）生活保護扶助事業      ６７，２７８千円 

   ・平成21年 12月から、母子加算を復活 （平成22年度：継続実施） 

 

４ （見直し）国直轄道路整備事業  △１８０，０００千円 

・国直轄道路事業負担金制度のうち、維持管理にかかる負担金制度を廃止 

 ※ 平成22年度に限り、特定事業に要する費用のみ徴収（本市は対象事業なし） 

⇒ 平成23年度に維持管理費負担金を全廃 

 

５ その他 

・たばこ税の増額 （平成22年 10月～ 税率引き上げ） 

・暫定税率の廃止 （当分の間、現行の税率水準を維持するため、影響なし） 

・高校の実質無償化 

（市立高校の授業料不徴収、相当額を国費で負担するため、影響なし） 



 



生活の利便性や安全性の向上など、市民生活に身近で、実際に効果を実感できる事業の一覧

（単位：千円）  

1
路面誘導サイン整備
エレベーター設置工事

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ社会・
男女共同参画
推進課

58,400
中心市街地路面誘導サインの整備
旭・板屋南地下道へのエレベーターの設置

2 北遠IT利活用推進事業 情報政策課 4,935
SNS（ソーシャル・ネットワーク・サービス）のしくみを利用し、
北遠地域の活性化を促進

3
テレビ共同受信施設
デジタル対応事業

情報政策課 120,000
テレビ共同受信施設組合が実施する、地上デジタル放送受
信設備整備事業に対し、補助金を交付

4
本庁舎多目的トイレ改修
事業

管財課 3,000
本館2階南側の多目的トイレ部分改修工事（オストメイト便器
の設置などトイレ内部の部分改修工事）

5 コンビニ税金収納事業 納税課 20,247
コンビニエンスストアでの税金収納
（市県民税、固定資産税、軽自動車税）

6
土・日曜日の証明書交付
サービス事業

市民生活課 520 各区役所及び北部・駅前サービスセンターの土日開庁

7
証明書の自動交付
サービス事業

市民生活課 57,569
各区役所及び北部市民サービスセンターでの自動交付機に
よる住民票等の交付

8 旅券申請受付・交付事業 市民生活課 95,621 中区、北区、浜北区の３区役所でのパスポート申請と交付

9
北区
総務企画課

7,200

10
浜北区
総務企画課

10,000

11 文化財冊子の発行 生涯学習課 810
文化財ブックレット、報告書などを作成・販売・配布し、身近な
文化財について周知啓発を図る

12
博物館電子データ作成
公開事業

生涯学習課 4,098
博物館が所蔵する１６万点の資料について、電子データ化し
ホームページを通して市民に公開する

13
地区社会福祉協議会
活動助成事業

福祉総務課 7,400
地区社会福祉協議会が地域住民の参加協力を得て実施す
る各種地域福祉事業に対する補助金の交付

14
高齢者集会施設ユニバー
サルデザイン化助成事業

高齢者福祉課 6,000
高齢者が活動しやすい場所のユニバーサルデザイン化
簡易老人憩の家の設備整備

15
高齢者緊急通報システム
事業

高齢者福祉課 65,000
利用対象者について、従来の65歳以上の一人暮らしの疾患
を有する者に加え、新たに75歳以上の一人暮らしの高齢者も
対象とする

総務費

登記印紙売りさばき事業

民生費

北区役所及び浜北区役所での不動産・商業・法人登記事項
証明書及び法人印鑑証明書の交付

№ 款 事 業 名 所管課 H22当初 内　　　　容

「見える化」事業一覧



（単位：千円）  

№ 款 事 業 名 所管課 H22当初 内　　　　容

16
老人福祉施設整備費
助成事業

高齢者福祉課 675,000
特別養護老人ホームを整備する事業者に対する補助金の交
付

17
地域密着型サービス等
提供基盤整備費助成
事業

介護保険課 1,034,984
地域密着型介護サービス提供施設を整備する事業者に対す
る補助金の交付

18
放課後児童会施設整備
事業

次世代育成課 168,132
和田小・曳馬小・麁玉小放課後児童会施設建設工事、南の
星小放課後児童会施設移転工事など

19
青少年の家管理運営
事業

次世代育成課 13,300
青少年の健全な育成を図るために設置する青少年の家の管
理運営
平成22年4月オープン

20
母子家庭等自立支援
手当支給事業

子育て支援課 64,171
2人以上の児童を監護する児童扶養手当の受給者に対し、
浜松市独自の手当を一定期間支給
第2子：5,000円、第3子以降：各7,000円

21
小・中学生医療費助成
事業

子育て支援課 902,398
小・中学生の入院医療費の助成及び通院医療費の助成
（自己負担　入院１日　500円　通院１回　500円）

22
民間保育所施設整備
助成事業

保育課 1,397,897
待機児童解消のため、保育所整備に対する補助金を交付
増改築７園、創設２園

23 妊婦健康診査事業 健康増進課 582,140
妊婦１人あたり健診１４回を公費負担
（血液検査4回、超音波検査１回を含む）
※多胎妊娠の場合、上限19回を公費負担

24 こんにちは赤ちゃん事業 健康増進課 19,735 生後４か月までの乳児家庭の全戸訪問事業

25
特定不妊治療費助成
事業

健康増進課 97,000
上限１5万円/回・年２回まで、通算５年間までの助成
市単独分 ①所得制限の撤廃
　　　　　　 ②助成額上乗せ5万円（２回目の治療まで上限20万円）

26 地球温暖化対策事業 環境企画課 700
地球温暖化防止のため、区役所への来庁者にエコドライブの
実践を呼びかける看板を設置

27 ごみ収集運搬事業
資源廃棄物
政策課

18,330
旧浜松地域において、市民が廃布団類を裁断することなく集
積所に出すことができるようにするもの

28
新エネルギー利用推進
助成事業

環境企画課 37,900 住宅用太陽光発電システムを設置する者に対する助成

29 生活用水応援事業
上下水道
総務課

16,806
水道、簡易水道等の給水区域に取り込めない地域の生活用
水の確保のための宅配、水質管理に対する助成

30 駐輪場整備事業 土木総務課 15,000 浜松駅西駐輪場、ザザシティ周辺駐輪場の整備

31 通学路整備事業 道路課 420,000 9路線、延長1,420mの歩道設置

32 内水氾濫対策事業 河川課 39,000 内水氾濫箇所への樋門及び排水ポンプ設置

衛生費

土木費

民生費



（単位：千円）  

№ 款 事 業 名 所管課 H22当初 内　　　　容

33
一般住宅等の耐震診断や
耐震補強への助成
事業

建築行政課 219,797
住宅等の耐震診断や補強工事に対する助成
平成21年度から平成23年度まで耐震評点の低い木造住宅に
対する助成を加算

34 公共施設耐震化事業 公共建築課 635,000
公共施設の耐震化工事
教育施設については平成22年度までに耐震化率100％

35
公共建築物ユニバーサル
デザイン化事業

公共建築課 35,333
公民館及びサービスセンターのユニバーサルデザイン化
工事

36 公共交通支援事業
交通政策課
など

424,081
中山間地域におけるバス路線維持、患者輸送バス運行、
スクールバス運行への支援

37
鍛冶町交差点
スクランブル化

交通政策課 3,000
歩行者と右左折車両との交通安全確保を図るための
交差点改良

38
和地山公園防球ネット
設置

公園管理課 7,522
散策者の安全確保を図るため、ソフトボール場と園路の間に
ネットフェンスを設置

39 安間川公園トイレ改修 公園管理課 26,000 誰もが気軽に利用できる多目的トイレの設置

40
救急高度化推進整備
事業

警防課 7,037 新たに救急救命士3名を養成

41
市民向け防災情報メール
配信システム整備事業

危機管理課 1,890 携帯電話を利用した防災情報等のメール配信

42 地域防災無線整備事業 危機管理課 189,436 旧浜松・浜北地域の地域防災無線のデジタル化整備

43 支援員の拡充
教職員課
指導課
人件費

455,338
小学校学習指導支援員、図書館補助員、発達支援教育指導
員、外国人就学サポーター、外国人生徒指導補助員、キッズ
サポーターなどの支援員

44 学校・幼稚園建設事業 学校施設課 2,074,678
積志小プール・グラウンド整備、南の星小建設、五島幼稚園
建設など

45 ＡＥＤの整備 こども安全課 14,553
園児等の万が一の事態に対応するため、全公立幼稚園に
ＡＥＤを整備（公立小中学校には配備済）

46 心の耕しの実践 指導課 18,000
子どもたちの豊かな心の育成と、未来の浜松を担う人材を育
てるための「心の耕し」を軸とした教育活動の推進

47 不登校児支援 指導課 24,671
適応指導教室の5教室の開催による不登校児の学校復帰や
社会的自立の支援

48 ALTによる授業 指導課 153,893
小学校英語の段階的実施に伴うALTを活用した授業の拡充
ALT41人（H21 38人）

10,253,522計

消防費

教育費

土木費



 

アアジジアアでで一一番番輝輝くくももののづづくくりり都都市市のの創創造造  

～創造的な“ものづくり”による地域経済の創造～ 

①新産業の創出と戦略的企業誘致の推進 

②農林水産業の効率的な経営の促進と産地力強化 

③地域特性や資源を活かした観光産業の振興 

６ 戦略計画２０１０基本方針の主要事業                        

 

 都市の将来像である『市民協働で築く「未来へかがやく創造都市・浜松」』の

実現を目指し、「平成２２年度重点戦略」を推進する主な事業を紹介します。 

 

 

地地域域力力をを結結集集ししてて取取りり組組むむ““ここどどもも第第一一主主義義””

～地域一体の教育による未来の浜松の創造～ 

①子どもを生み育てやすい環境づくり 

②きめ細かな指導による確かな学力の育成 

③安心して学ぶことのできる教育環境の整備 

くくららしし満満足足度度向向上上計計画画  

～住みやすさナンバーワンの都市づくり～ 

①「ひとつの浜松」に向けた地域の一体的な発展 

②ユニバーサル社会の実現に向けた取り組みの推進 

③だれもが安心して暮らせる福祉、健康のまちづくり 

戦略1 

戦略２ 

戦略３ 



 

 
 
 

分分野野別別のの主主なな取取りり組組みみ  

１ 産業経済 ２ 教育、文化、スポーツ ３ 防災、市民生活 

４ 環境   ５ 健康、福祉      ６ 都市・生活基盤 

７ 都市経営 

 戦略 

 ６  

次次世世代代にに継継承承すするる豊豊かかなな自自然然環環境境  

～自然共生社会・低炭素社会づくり～ 

①豊かな自然環境や水資源の保全と活用 

②地球温暖化対策の推進 

文文化化がが都都市市のの活活力力をを生生むむ「「創創造造都都市市」」のの実実現現  

～個性豊かな地域文化の創造～ 

①“音楽の都・浜松”に向けた挑戦 

②市民の創造性をはぐくむ文化芸術活動の促進 

③地域に根ざした伝統文化の継承 

世世界界をを身身近近にに感感じじるる交交流流都都市市づづくくりり  

～世界都市の確立～ 

①世界に発信するシティプロモーションの推進 

②多文化共生社会の実現 

③世界の諸都市との交流・協力 

戦略４ 

戦略５

戦略６ 



① 新産業の創出と戦略的企業誘致の推進

予算額(千円) 所管課

1 はままつ産業創造センター運営事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 155,792 産業政策課

浜松モデルの産業支援の推進拠点として経済界と連携して運営 (457-2825)

・ 商工会議所8階（中区東伊場二丁目）

・ 人財育成事業、知財創業事業、創業支援事業など

・ ワンストップサービスの実施

2 中小企業向け融資制度利用促進事業 (商工費) 26,738 産業政策課

中小企業者が融資を受けるために要する信用保証料の軽減を (457-2825)

図るための信用保証協会に対する事務費の一部負担

3 制度融資運営費助成事業 (商工費) 26,652 産業政策課

中小企業者への低利融資を実現するための金融機関の資金 (457-2825)

調達に対する助成

4 小規模事業者助成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 24,413 産業政策課

ビジネスサポート資金（従業員20名以下の中小企業者）の借入に (457-2825)

対する利子補給補助

・ 融資利率：1.6％以内（予定）

5 新規創業者等助成事業 (商工費) 2,443 産業政策課

創業サポート資金の借入に対する利子補給補助 (457-2825)

・ 融資利率：1.3％以内（予定）

6 中小企業緊急経済対策助成事業 (商工費) 50,162 産業政策課

中小企業緊急経済対策特別資金の借入に対する利子補給補助 (457-2825)

・ 融資利率：1.6％以内（予定）

アジアで一番輝くものづくり都市の創造

～創造的な“ものづくり”による地域経済の創造～

事業名及び事業内容

戦略1



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

<新規>

7 マル経融資利用支援事業 (商工費) 100 産業政策課

日本政策金融公庫からの借入れに対する利子補給補助 (457-2825)

・ 窓口：商工会議所等

・ 対象期間：平成22年4月から平成24年3月末まで

・ 利子補給率：1.0％（借受日から１年間に限る）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 69へ

8 地域クラスター推進助成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 112,432 産業政策課

光・電子産業のさらなる集積を促進する第Ⅱ期知的クラスター (457-2825)

創成事業への助成

・ 事業化促進事業、人材養成事業、情報発信事業など

<新規>

9 光・電子技術イノベーション創出拠点推進支援事業 (商工費) 3,000 産業政策課

産学官９機関の連携による光・電子技術による次世代産業の (457-2825)

創成事業への支援

・ 企業支援システムの構築、コーディネーターの育成

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 70へ

10 企業誘致関連事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 16,498 企業立地推進課

首都圏における企業誘致活動や用地情報の提供など (457-2282)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 71へ

11 企業立地促進助成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 1,100,000 企業立地推進課

進出企業の用地取得費や建物設備費などに対する補助 (457-2282)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 71へ



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

12 工場用地開発事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 13,005 企業立地推進課

工場用地確保のための開発可能性調査など (457-2282)

13 都田地区開発事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 3,115,000 企業立地推進課

工場用地として活用を図る都田地区の土地購入など (457-2282)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 71へ

14 工場用地関連公共施設整備事業 (土木費) 573,300 道路課

企業誘致のために必要な社会資本整備 (457-2427)

・ 都田地区　　　事業年度 H20～H23 河川課

　細江浜北線など7路線の道路整備 (457-2451)

　調整池築造　2.6ha



② 農林水産業の効率的な経営の促進と産地力強化  

予算額(千円) 所管課

<新規>

1 農商工連携推進事業 （農林水産業費） 1,000 農業水産課

農商工の連携を推進するためのセミナーの開催など （457-2333）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 75へ

<新規>

2 元気な農林水産業活動助成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> （農林水産業費） 3,050 農業水産課

地域特産物のブランド化など農林水産業の振興に係る （457-2333）

団体の活動を公募して助成 森林課

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 76へ (457-2159)

3 地産地消推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (農林水産業費) 228 農業水産課

地元消費者と生産者を結びつけ、地元産物の消費拡大を図る (457-2333)

・ 地産地消パンフレットの作成

4 新規就農者育成支援事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (農林水産業費) 3,494 農業水産課

新規就農者の円滑な就農開始に向けた支援 (457-2333)

・ 新規就農時の設備投資の借入に対する支援

・ 新規就農予定者の就農前研修に対する支援

5 担い手育成総合支援事業 (農林水産業費) 11,500 農業水産課

農業の担い手としての認定農業者に対する経営改善等の (457-2333)

指導・支援

・ 浜松市担い手育成総合支援協議会に対する負担金

・ 浜松市認定農業者協議会に対する負担金

6 耕作放棄地対策事業 （農林水産業費） 2,785 農業水産課

耕作放棄地の解消に取り組むための施策 (457-2333)

・ 耕作放棄地の現況調査や耕作放棄地解消に対する支援

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 77へ

事業名及び事業内容



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

<新規>

7 食物循環資源活用促進事業 (農林水産業費) 2,000 農業水産課

食物残さを飼料として導入する畜産業者及び食物残さを (457-2333)

畜産飼料の活用に結びつけた食品業者に奨励金を交付

8 天竜材の家百年住居る助成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (農林水産業費) 68,000 森林課

地域材を一定量使用した住宅施工者に対する、上限４００千円の (457-2159)

助成に加え、森林認証材を一定量使用した住宅施工者には上限

２００千円加算（合計の上限は６００千円）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 80へ

9 間伐材流通促進助成事業 (農林水産業費) 41,055 森林課

間伐材流通のため、間伐材の移送経費に対する助成 (457-2159)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 79へ

10 水産振興助成事業 (農林水産業費) 2,900 農業水産課

トラフグ、ノコギリガザミ、クルマエビの稚魚・種苗の放流などに (592-8816)

対する助成

アサリの資源管理・保護対策事業に対する助成



③ 地域特性や資源を活かした観光産業の振興

予算額(千円) 所管課

1 舘山寺温泉そぞろ歩きのまちづくり整備事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 209,300 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

温泉街の風情を保ち、そぞろ歩きのできる街づくりを目指した (457-2295)

舘山寺温泉街の基盤整備

・ 舘山寺鹿谷線、舘山寺36・37号線、門前広場整備など

2 浜松まつり事業 (商工費) 49,990 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

浜松まつりを開催し観光客の誘致を図る (457-2295)

（凧揚げ合戦、御殿屋台引き回し、おまつり広場）

3 産業観光推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 850 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

産業観光の振興方策を研究するための産業観光研究会を開催 (457-2295)

4 ニューツーリズム推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 3,553 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

多彩な地域資源を観光振興に活用する「はままつﾂｰﾘｽﾞﾑ」の推進 (457-2295)

<新規>

5 浜名湖観光圏整備推進支援事業 (商工費) 8,100 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

行政、観光関連団体、民間事業者の官民協同事業への支援 (457-2295)

・ 浜名湖サイクルツーリズム、フラワーツーリズムなど

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 74へ

6 インバウンド推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 16,658 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

旅行会社と連携した外国人観光客誘致促進、外国語観光ガイド (457-2295)

ブック作成など

7 観光案内推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 26,157 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

観光案内の充実を図るための観光インフォメーションセンターの (457-2295)

運営や観光情報サイト「浜松だいすきネット」の運営支援など

事業名及び事業内容



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

8 観光宣伝支援事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 8,146 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

観光振興を目的とする各種団体への負担金 (457-2295)

9 富士山静岡空港利用促進支援事業 (商工費) 5,000 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

富士山静岡空港の利活用推進、観光交流人口の拡大促進を支援 (457-2295)

10 観光振興助成事業 (商工費) 39,000 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

観光協会が実施する観光振興事業に対する助成 (457-2295)

11 フィルムコミッション推進事業 (商工費) 1,079 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

全国に本市をＰＲするため映画やテレビなどのロケ誘致を推進 (457-2295)



①　子どもを生み育てやすい環境づくり

予算額(千円) 所管課

1 放課後児童会運営支援事業 (民生費) 352,146 次世代育成課

放課後児童会の運営に要する経費 (457-2795)

・ 実施か所　5か所増（H21　 85か所　⇒　H22　 90か所）

・ 定員　　　　155人増（H21　3,700人　⇒　H22　3,855人）

・ 放課後児童会の新規開設場所

　ひまわり第2、よしん第2（東区）、雄踏なかよし第2（西区）

　はつおい第2（北区）、ｲｰｸﾞﾙｸﾗﾌﾞ第2（浜北区）

・ 発達障害児受入児童会数を拡充（15か所⇒19か所）

・ 旧浜松・舞阪・雄踏地区において、年間240日前後だった

開催日を250日以上に拡大

2 放課後児童会施設整備事業 (民生費) 168,132 次世代育成課

和田小・曳馬小・麁玉小・南の星小の放課後児童会施設整備及び (457-2795)

なかよし館１１館の放課後児童会施設への転用工事など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 48へ

3 浜松こども館運営事業 (民生費) 107,910 次世代育成課

浜松こども館の管理運営を委託する経費 (457-2795)

4 なかよし館・児童館運営事業 (民生費) 123,189 次世代育成課

なかよし館26館、児童館4館の運営に要する経費 (457-2795)

5 児童家庭相談事業 (民生費) 2,489 子育て支援課

各区役所での家庭児童相談室の運営経費 (457-2792)

家庭における児童の養育･人間関係や児童福祉に関する相談を実施

地域力を結集して取り組む“こども第一主義”

～地域一体の教育による未来の浜松の創造～

事業名及び事業内容

戦略2



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 エンゼルヘルパー派遣事業 (民生費) 2,200 子育て支援課

家事や育児が困難な家庭に対し、養育ヘルパー費用の一部を負担 (457-2792)

7 養育支援訪問事業 (民生費) 3,300 子育て支援課

虐待の防止等のため、育児・家事の援助や育児に関する (457-2792)

技術的支援を行う家庭訪問員の派遣を行う経費

<新規>

8 地域子育て創生事業 (民生費) 39,000 子育て支援課

地域の実情に応じた創意工夫のある子育て支援活動に関する (457-2792)

取組みを支援し、子育てに関する環境を整備するための経費

・ 引佐健康文化センターで子育て支援広場を実施

・ 育児不安の軽減や児童虐待予防のために幼児期の訪問型

育児支援を実施

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 51へ

・ しずおか子育て優待カードの更新に伴う準備

<新規>

9 こどもシステム構築事業 (民生費) 55,000 子育て支援課

要保護児童対策地域協議会の円滑な遂行と、要保護児童・要支援 (457-2792)

児童の継続的なフォローを目的としたシステム構築経費

10 発達障害者支援センター運営事業 (民生費) 45,664 子育て支援課

発達障害者とその家族へ早期に適切な支援をするために設置している (457-2792)

発達障害者支援センターの運営に要する経費

・ 22年度より、相談・啓発事業の充実や保育園・幼稚園への

巡回指導の拡充のため非常勤職員２人を増員



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

11 発達支援広場事業 (民生費) 22,117 子育て支援課

発達障害者を持つ親の交流の場を提供し、育児方法の指導や早期 (457-2792)

療育の必要性を啓発する中で、悩みや不安を解消するための経費

・ 実施か所　3か所増（H21　 4か所　⇒　H22　 7か所）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 52へ

12 母子家庭等自立支援手当支給事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 64,171 子育て支援課

2人以上の児童を監護する児童扶養手当の受給者に対し、 (457-2792)

浜松市の独自の手当を一定期間支給

・ 対象者　児童扶養手当と同じ

・ 支給額（月額）　第2子：5,000円、第3子以降：7,000円

・ 支給期間　児童扶養手当の支給要件に該当することと

　　　　　　　なった月の翌月から3年間

13 小・中学生医療費助成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 902,398 子育て支援課

小・中学生の入院医療費・通院医療費（保険診療に伴う自己負担分） (457-2792)

を助成するための経費

※通院医療費助成は平成22年4月から

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 49へ

14 子ども手当支給事業 （民生費） 14,638,000 子育て支援課

次世代の社会を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で支援する (457-2792)

目的で子ども手当の支給を実施

・ 対象　　　　0歳から中学校修了までの児童

・ 支給月額　13,000円

・ 支払月　　 6月・10月・2月

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 50へ

15 民間保育所運営事業 (民生費) 6,346,725 保育課

民間保育所61園の運営費に対する助成 (457-2118)

定員30人増　Ｈ21 5,960人　⇒　Ｈ22 5,990人



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

16 民間保育所事業費助成事業 (民生費) 594,354 保育課

一時預かり、延長保育などの事業を実施する民間保育園に (457-2118)

対する助成

17 民間保育所入所児童処遇向上費助成事業 (民生費) 739,454 保育課

児童の処遇改善などに対する助成 (457-2118)

18 認証保育所助成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 129,510 保育課

認証保育所の保育水準向上と児童の処遇改善に対する助成 (457-2118)

※ 認証保育所とは、国の基準に満たないが、市が定めた基準

を満たす施設

19 民間保育所施設整備助成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 1,397,897 保育課

待機児童を解消するための民間保育所の施設整備に対する助成 (457-2118)

・ 保育所９園を整備（改築１園・増改築５園・増築１園・新設２園）

・ 認定子ども園１園を整備

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 53へ

20 事業所内保育施設助成事業 (民生費) 5,000 保育課

新規に事業所内保育施設を開設する経費に対する助成 (457-2118)

・ 対象施設　定員6人以上、

　　　　　　　認可外保育施設指導監督基準に適合した施設

21 妊婦乳幼児健康診査事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (衛生費) 742,207 健康増進課

妊婦健康診査費用（14回※及び超音波検査4回、血液検査１回） (453-6119)

を公費負担

※平成22年度から多胎妊娠の場合、上限19回を公費負担

22 こんにちは赤ちゃん事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (衛生費) 19,735 健康増進課

親の育児不安をなくすために、保健師、助産師等が生後４ヶ月 (453-6119)

までの乳児を全戸訪問し、相談指導を実施



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

23 特定不妊治療費助成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (衛生費) 97,000 健康増進課

国の補助制度：上限15万円の助成（年2回、通算5年間まで） (453-6119)

市単独の補助：所得制限の撤廃、治療2回目まで上限5万円上乗せ

24 預かり保育の新規実施園 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 11,825 教職員課

預かり保育新規実施園（白脇幼稚園）に教諭１名加配 (457-2408)

・ 預かり保育対象　　在園児

・ 預かり時間　　　  　7：30～8：30、教育時間終了後～18：30

　　　　　　　　　　　　※曜日により異なる

25 幼稚園教育指導支援員配置事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 90,947 教職員課

多人数学級サポーターや預かり保育サポーターなどの (457-2408)

キッズサポーターの配置

・ 多人数学級サポーター（3歳児26人以上、4・5歳児31人以上）

・ 預かり保育サポーター（預かり保育実施園）

・ 複式学級サポーター （複式学級対象園）

・ 障害児等在籍学級サポーター（障害児等在籍園）

　　　サポーター11人増員

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 99へ



② きめ細かな指導による確かな学力の育成

予算額(千円) 所管課

1 不就学や学び直しのための教室開催事業 (総務費) 15,400 国際課

不就学の子どもたちの円滑な復学や、就学年齢期を過ぎた青少年 (457-2359)

のため、教育の充実や健全育成を目指す教室を開催

・ 学習支援、学び直し教室等の実施

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 8へ

2 外国人学校助成事業（補助金） <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (総務費) 10,000 国際課

・ 各種学校として認可を受けた南米系外国人学校への支援 (457-2359)

・ 教科書購入費用に対する助成

3 教育総合計画推進事業 (教育費) 1,469 教育総務課

新浜松市教育総合計画の策定(平成22年度策定　計画期間： (457-2401)

平成23年度～平成26年度)、はままつの教育の作成

4 浜松教師塾の開催 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 200
天竜川・浜名湖地区
総合教育センター

教師の指導力向上のため浜松教師塾を開催 (448-1131)

・ 塾   ：師範1名、塾生2～3名のグループ（20塾程度）

・ 内容：師範と塾生相互の授業公開・研究協議、

　　　 民間講師による講話　など

〈新規〉

5 はままつ人づくり教育推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 18,000 指導課

「心の耕し」を軸とした教育活動の実践を推進 (457-2411)

・ マナー読本などの啓発資料の作成

・ 人づくり推進園・校指定事業の実施

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 100へ

事業名及び事業内容



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 外国人子ども教育支援推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 103,189 指導課

日本語教室「はまっこ」・母国語教室「まつっこ」、派遣型支援 (457-2411)

教室「まなぶん」の開催、就学サポーターの派遣等、外国人児童

生徒の就学を支援

・ 「はまっこ」の開講

　　教室数：8会場9教室

・ 「まつっこ」の開講

　　教室数：4会場4教室

・ （新規）「まなぶん」の開講

　　派遣型支援教室（東・西教室）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 101へ

・ （新規）帰国・外国人児童生徒受入促進事業

　　外国人児童生徒就学サポーターの派遣

　　　　サポーター人数：40人（5人増員）

　　相談員、協力員の配置、指導補助者の派遣

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 102へ

7 不登校児支援推進事業 (教育費) 24,671 指導課

不登校児を支援するための適応指導教室の開催 (457-2411)

・ ふれあい教室（浜松）　 会場：青少年の家

・ かやの木教室（浜北）　会場：勤労青少年ホーム

・ すぎのこクラブ（天竜）　会場：旧下阿多古中学校

・ オレンジ教室（細江） 　会場：教育会館分館

・ とびうお教室（舞阪）　 会場：舞阪文化センター

8 生きた英語力育成事業 (教育費) 153,893 指導課

小学校・中学校にＡＬＴ（外国語指導助手）４１人を派遣（３人増員） (457-2411)

・ 小学校英語授業の増に対応するためALTを3人増員

小学校5・6年生　年間平均授業数12時間の1/3の

                      8時間程度でALTによる授業実施

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 103へ



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

 
9 理科支援員等配置事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 24,917 指導課

小学校５・６年生の理科の授業に理科支援員の配置など (457-2411)

・ 理科支援員の配置　　配置校：37校

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 99へ

 
10 発達支援教育推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 6,286 指導課

健常児と障害児との交流事業、就学指導委員会の運営、 (457-2411)

「ことばの教室」の開催など発達教育の推進

・ 共生・共育推進事業（推進校5校）

　健常児と障害児との交流・共同学習

・ ことばの教室（9教室）

　追分小、佐藤小、双葉小、葵が丘小、可美小、積志小、

　北浜小、気賀小、二俣小

11 小学校1年生35人学級編制事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 93,140 教職員課

小学校１年生３５人学級編制事業の実施に伴う (457-2408)

講師人件費（２０人）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 97へ

 
12 学校教育指導支援員配置事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 175,834 教職員課

小学校教育指導支援員の配置 (457-2408)

・ 学校図書館補助員（全校配置）

・ 小学校学習指導支援員（複式校以外全校配置）

・ 複式学級等指導支援員（複式学級等対象校）

・ 小学校指導支援員

中学校教育指導支援員の配置

・ 学校図書館補助員（全校配置）

・ 養護教諭補助員

・ 中学校指導支援員

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 99へ



③ 安心して学ぶことのできる教育環境の整備

予算額(千円) 所管課

1 公共建築物緊急耐震化推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (土木費) 635,000 公共建築課

公共建築物の耐震補強の実施 (457-2461)

・ 教育施設の耐震補強計画　

・ 教育施設の耐震補強実施設計

・ 教育施設の耐震補強工事

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 91へ

2 交通安全対策事業 (土木費) 118,309 交通政策課

交通安全に対する啓発活動等 (457-2441)

・ 幼稚園、学校、自治会等への横断旗、啓発看板を配布

・ 静岡県交通安全指導員設置事業負担金

・ 浜松市交通事故防止対策会議への負担金

・ 交通指導員活動に対する謝礼等

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 84へ

3 スクールバス運行事業 (教育費) 127,811 教育総務課

遠距離通学となる児童・生徒等の通学手段を確保する (457-2401)

スクールバスの運行

・ 対象：都田小、北庄内幼、清竜中、光が丘中、 

　　　  雄踏幼、伊平幼、田沢幼、

　　　　（新規）井伊谷小・引佐北部小

　　  　春野地区全小中、佐久間小・中、水窪小・中、

　　　　龍山第一小・幼

4 学校借地解消事業 (教育費) 500,000 学校施設課

資産管理基金を活用し、市が賃借している学校及び幼稚園用地の (457-2403)

買取りを実施し、計画的に借地解消に取り組む

事業名及び事業内容



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

5 学校給食事業 (教育費) 678,604 こども安全課

安全、安心な学校給食の実施のための給食施設の整備、 (457-2422)

衛生管理及び給食調理業務の民間委託

・ 小学校民間委託実施校：23校

　　（新規）積志小、和田小、萩丘小

・ 中学校民間委託実施校：12校

　　（新規）三方原中

6 小学校建設事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 465,751 学校施設課

小学校の校舎改築等 (457-2403)

・ 積志小プール・グラウンド整備

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 98へ

7 学校施設整備事業（小学校） (教育費) 234,349 学校施設課

小学校１０８校の施設整備 (457-2403)

・ 犬居小消火栓設備改修

・ 城北小南校舎全面防水工事

・ 泉小給食室増築

・ 三ヶ日東小消火栓配管改修

・ 葵が丘小北校舎全面防水工事　ほか

8 中学校建設事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 69,955 学校施設課

中学校の校舎・体育館の増改築 (457-2403)

・ 北部中校舎改築実施設計

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 98へ

9 学校施設整備事業（中学校） (教育費) 176,226 学校施設課

中学校４９校の施設整備 (457-2403)

・ 舞阪中南校舎給水設備改修

・ 清竜中プール塗装工事

・ 新津中屋上防水改修　ほか



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

10 幼稚園施設整備事業 (教育費) 50,688 学校施設課

幼稚園６７園の施設整備 (457-2403)

・ 預かり保育用施設改修、初度調弁

・ 北浜南幼園舎床改修　ほか

11 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 (教育費) 8,178 こども安全課

スクールガードリーダーによる巡回活動 (457-2422)

・ スクールガードリーダー：18人（警察ＯＢ等）

・ 巡回時間：児童の下校時を中心に3時間程度



① 「ひとつの浜松」に向けた地域の一体的な発展

予算額(千円) 所管課

1 市民協働推進事業 (総務費) 5,696 市民協働推進課

市民、市民活動団体、事業者及び行政が協働して、市民主体の (457-2094)

まちづくりを推進

・ 「市民協働たねからみのり」の実施

・ 浜松地域人づくり大学事業

<新規>

2 市民協働センター管理運営事業 (総務費) 37,000 市民協働推進課

市民協働を推進する拠点として、平成22年度より「市民協働ｾﾝﾀｰ」 (457-2094)

を開設

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 14へ

3 社会情報基盤整備充実事業 (総務費) 133,607 情報政策課

テレビ共同受信施設組合が実施する、地上デジタル放送受信 (457-2725)

設備整備事業に対する助成

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 9へ

4 交流居住事業 (総務費) 4,284 地域自治振興課

中山間地域への移住や交流の情報を一元管理するとともに、 (457-2243)

事務局を設置

くらし満足度向上計画

～住みやすさナンバーワンの都市づくり～

事業名及び事業内容

戦略3



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

<新規>

5 都市と山村フレンドシップ事業 (総務費) 800 地域自治振興課

都市部の住民を中山間に呼び込むため、中山間地域のNPO法人 (457-2243)

や自治会等に企画運営を委託

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 10へ

<新規>

6 中山間地域集落機能支援事業 (総務費) 4,592 地域自治振興課

集落支援員のモデル配置、緑のふるさと協力隊員を受け入れ、 (457-2243)

集落支援のあり方や方法を検討

・ 集落支援員の設置（3名）

・ 緑のふるさと協力隊の受け入れ（2名）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 11へ

<新規>

7 商店街魅力アップ支援事業 (商工費) 46,000 商業政策課

商業者等が自ら考え、取組む商店街の活性化事業に対する助成 (457-2285)

・ 空き店舗を活用した集客施設の整備

・ 日常的な賑わいづくりイベント

・ 人材育成事業　など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 72へ

8 道路企画調査事業 (土木費) 27,000 道路課

道路整備のための各種調査 (457-2427)

・ 第二東名自動車道スマートインターチェンジ調査

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 87へ

・ 三遠南信自動車道現道活用区間整備計画作成

・ みちづくり計画のフォローアップ調査



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

9 国県道整備事業 (土木費) 2,044,330 道路課

政令指定都市移行に伴い移管された国県道の新設及び改良 (457-2427)

主な施行箇所

・ 国道152号（第二東名自動車道浜北ＩＣ周辺アクセス道路整備）

・ 国道362号（北区宮口 道路拡幅）

・ 天竜浜松線（浜北区寺島 道路築造）

10 天竜軸まちづくり計画策定事業 (土木費) 1,900 都市計画課

西鹿島駅の交通結節点機能強化のため、駅周辺の道路網など (457-2363)

周辺の施設整備方針案の作成

11 総合交通計画推進事業 (土木費) 16,510 交通政策課

浜松市総合交通計画に基づき、市域内が安全・安心・快適となる (457-2441)

交通体系の構築

・ 鍛冶町交差点横断歩道のスクランブル化　など

12 景観形成事業 (土木費) 2,445 都市開発課

各地域における良好な景観づくりについて、市民意識の高揚を図る (457-2344)

ための啓発業務及び景観まちづくり協議会への支援

・ まちづくり協議会へアドバイザーの派遣

・ 景観整備機構と協調した啓発活動

大規模建築物等の景観誘導パンフレットの作成　など

13 旭・板屋Ｃ地区第一種市街地再開発支援事業 (土木費) 1,144,270 都市開発課

旭・板屋Ｃ地区の市街地再開発事業施行者に対する補助金 (457-2344)

周辺道路整備

平成22年度完了予定

14 都市計画道路整備事業 (土木費) 1,037,826 道路課

池川富塚線ほか8路線の都市計画道路の整備 (457-2427)



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

15 都市鉄道高架化事業 (土木費) 2,040,000 道路課

遠州鉄道鉄道線の助信駅から馬込川左岸までの3.3km区間の (457-2427)

連続立体交差事業

  ・ 軌道桁建設工事

・ 駅舎建設工事　など

<新規>

16 浜松城公園整備事業 (土木費) 15,400 公園課

セントラルパークとしての浜松城公園の再整備 (457-2351)

・ 歴史ゾーンの整備基本計画策定　など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 85へ



② ユニバーサル社会の実現に向けた取り組みの推進

予算額(千円) 所管課

1 ユニバーサルデザイン推進事業 (総務費) 4,788 ユニバーサルデザイン・男女共同参画推進課

講座の開催や啓発資料の作成、配布、ユニバーサルデザイン製品 (457-2561)

の紹介などを通じたユニバーサルデザインの意識啓発

2 国際ＵＤ会議開催支援事業 (総務費) 8,708 ユニバーサルデザイン・男女共同参画推進課

第3回国際ユニヴァーサルデザイン会議2010 in はままつ (457-2561)

・ 開催日　平成22年10月30日～11月3日

・ 会　場　 アクトシティ浜松

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 15へ

3 ＵＤ空間整備事業 (総務費) 58,400 ユニバーサルデザイン・男女共同参画推進課

ユニバーサルデザインに配慮した歩きやすい空間や環境の整備 (457-2561)

・ 路面誘導サイン整備工事

・ 旭・板屋南地下道エレベータ施設設置工事

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 16へ

4 地震対策推進事業 (土木費) 219,797 建築行政課

住宅等の耐震診断、補強計画策定及び補強工事の助成 (457-2471)

浜松市プロジェクトTOUKAI（東海・倒壊）－０（ゼロ）

・ 耐震診断相談士派遣、補強計画や補強工事に対する助成　

・ 耐震評点0.4未満の木造住宅に対する臨時助成

5 公共建築物ユニバーサルデザイン推進事業 (土木費) 35,333 公共建築課

既存公共建築物のユニバーサルデザイン化 (457-2461)

・ 公民館、サービスセンターの外部から受付までの

ユニバーサルデザイン化工事

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 92へ

事業名及び事業内容



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 歩行者空間整備事業・まちづくり交付金事業 (土木費) 44,000 都市開発課

誰もが暮らしやすく自由に活動できるよう歩行者空間を整備 (457-2344)

・ 市役所前交差点への音声案内板設置

・ 伝馬町地下道及び連尺町地下道への手摺設置　など

7 花と緑のまち・浜松推進事業 (土木費) 85,834 緑政課

「花と緑のまち・浜松」を推進するため、浜松花と緑の祭の実施や (457-2565)

地域の花づくりの支援、中心市街地にある花壇の維持管理など

8 人にやさしい公園づくり事業 (土木費) 26,000 公園管理課

公園のバリアフリー化 (473-1829)

・ 安間川公園トイレ改修工事



③ だれもが安心して暮らせる福祉、健康のまちづくり

予算額(千円) 所管課

<新規>

1 スポーツ普及・活性化事業 (総務費) 7,400 ｽﾎﾟｰﾂ振興課

「浜松市スポーツ振興基本計画」に基づき、「するスポーツ」「みるス (457-2421)

ポーツ」「ささえるスポーツ」の普及を図り、「111運動～1週間　1回

以上　1スポーツ～」の推進に取り組む

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 26へ

2 障害者相談支援事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 118,113 障害福祉課

障害者の施設・居宅における福祉サービスの利用援助、 (457-2034)

介護相談、カウンセリングなど相談や情報提供を実施

<新規>

3 障害者自立支援連絡会事業 （民生費） 500 障害福祉課

各地域の障害福祉関係者による会議での研修会の実施や (457-2034)

各種相談窓口を掲載したマップの作成

4 障害者職業能力開発プロモート事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 2,500 障害福祉課

一般就労を希望する障がいのある人への職業訓練等による支援 (457-2034)

5 障害者雇用優良事業所表彰事業 (民生費) 367 障害福祉課

市内の障害者就労環境の向上を目的とした、障がいのある人の (457-2034)

就労に積極的な事業所の表彰や講演会の開催

<新規>

6 地域交流スペース整備費助成事業 (民生費) 26,506 障害福祉課

障害者の就労支援施設における施設利用者と地域住民や企業 (457-2034)

等の日常的な交流が可能な場所の整備費に対する補助金

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 38へ

事業名及び事業内容



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

7 老人クラブ支援事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 62,789 高齢者福祉課

高齢者の生きがいや健康づくりのため、老人クラブ活動を支援 (457-2789)

8 高齢者集会施設ユニバーサルデザイン化助成事業

　 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 6,000 高齢者福祉課

老人クラブ等が利用する集会所等のユニバーサルデザイン化 (457-2789)

に対する補助金

9 高齢者緊急通報システム事業 (民生費) 65,000 高齢者福祉課

ひとり暮らしの高齢者が住みなれた地域で安心して在宅生活を (457-2789)

継続できるよう、緊急時における連絡体制を確保するための緊

急通報システムの貸与

・対象者

　　65歳以上のひとり暮らしで疾患を有する高齢者

　　75歳以上のひとり暮らしの高齢者（22年度より拡充）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 40へ

10 シルバーサポート事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 1,500 高齢者福祉課

老人クラブ等の活動の場や機会の提供、情報提供、リーダーの (457-2789)

支援など活動活性化のため、サポーター派遣の実施

11 認知症支援事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 1,956 高齢者福祉課

認知症高齢者を深く理解し、見守る役割を担う「認知症サポーター」 (457-2789)

の養成や講演会の実施

<新規>

12 生活・介護支援サポーター養成事業 (民生費) 2,982 高齢者福祉課

地域で高齢者の生活を支えるシステムを構築するため、 (457-2789)

生活・介護サポーターを養成



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

13 こころの健康づくり推進事業 (衛生費) 16,018 保健予防課

精神保健福祉法に基づく精神障害者の相談、訪問指導、社会 (453-6116)

復帰支援など

14 救急高度化推進整備事業 (消防費) 68,379 警防課

高度救急体制の確立に要する経費 （475-7531）

・ 北遠地域の救急高度化（救急救命士を新たに2名配置）

・ 救急車両2台（有玉出張所・湖東出張所）及び積載資機材

の更新

15 消防航空隊運営維持管理事業 (消防費) 94,711 警防課

消防航空隊の運営維持管理に要する経費 (428-9119)

16 地域防災計画整備事業 (消防費) 2,000 危機管理課

地域防災計画の作成に要する経費 (457-2537)



① 豊かな自然環境や水資源の保全と活用

予算額(千円) 所管課

1 てんはまエコミュージアム推進事業 (衛生費) 500 環境企画課

・ ホームページの内容充実 (453-6149)

・ 新たな散策コースの構築

2 川や湖の保全事業 (衛生費) 3,227 環境企画課

・ 地域住民や企業・団体等と連携した川や湖の保全活動 (453-6149)

・ 夏期の河川パトロールの実施(阿多古川、都田川の一部)

3 生物多様性保全事業 (衛生費) 705 環境企画課

・ ギフチョウの保護 (453-6149)

・ 生物多様性条約締結国会議（COP10）への参加

平成22年10月、名古屋で開催予定

4 生物多様性情報整備事業 (衛生費) 72,000 環境企画課

・ 身近な動植物、希少動植物等の現地調査 (453-6149)

・ 調査結果のデータ整理

5 浜名湖湖岸清掃事業 (衛生費) 57,000 環境企画課

・ 浜名湖全域の湖岸の清掃業務 (453-6149)

・ 浜名湖クリーン作戦後のきれいな状態を維持するため、

浜名湖クリーン作戦後に実施

次世代に継承する豊かな自然環境

～自然共生社会・低炭素社会づくり～

事業名及び事業内容

戦略4



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 水質保全事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (衛生費) 10,054 環境保全課

・ 浜松市川や湖を守る条例のPRや微生物などを活用した佐鳴湖 (453-6170)

浄化対策の実施

・ 浜名湖浄化対策の検討

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 64へ

7 雨水浸透ます普及事業 (衛生費) 7,419 環境保全課

・ 雨水浸透ます設置補助金の交付 (453-6170)

既設住宅：@60千円×80基（H21　@60千円×30基）

新築住宅：@20千円×10基（H21　@20千円×10基）

・ 佐鳴湖流域湧水量調査

効果的な雨水浸透ますの設置地域の選定のための調査

・ 雨水浸透ます設置工事（重点地区）の実施

佐鳴湖流域湧水量調査により選定した地区への公共工事に

よる雨水浸透ますの設置

<新規>

8 佐鳴湖水質浄化実験事業 (衛生費) 31,000 環境保全課

佐鳴湖に水域浄化装置を設置し水質測定等により効果を検証 (453-6170)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 65へ

9 浄化槽助成事業　　　 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (衛生費) 345,534 生活排水対策課

下水道事業計画区域外、農業集落排水施設区域外における (453-6196)

合併処理浄化槽の設置者に対し補助金を交付



② 地球温暖化対策の推進

予算額(千円) 所管課

1 庁舎省エネルギー事業 (総務費) 75,729 資産経営課

本庁舎の省エネルギーを図るための経費 (457-2276)

・ 本庁舎ESCO事業への取り組み

＜新規＞

2 クリエート浜松省エネ改修工事 (総務費) 11,907 生涯学習課

クリエート浜松の省エネ改修工事に要する経費 (457-2413)

3 地球温暖化対策事業 (衛生費) 7,089 環境企画課

・ （新規）地球温暖化防止活動推進センター運営委託事業 (453-6149)

地球温暖化防止活動推進センターの設置・運営

市民等の地球温暖化防止活動に対するサポート体制の整備

・ （新規）エコハウス普及事業

排出CO2半減を可能とする住宅の設計や住まい方の普及のための

市民向け見学会、エコハウス協議会会員向け学習会など

・ （新規）エコドライブ看板設置

エコドライブを啓発する市民向け看板の設置

各区役所（計7箇所）

4 新エネルギー利用推進助成事業 (衛生費) 37,900 環境企画課

住宅用太陽光発電システムを設置する者に対する助成 (453-6149)

@75千円×500件(H21　@75千円×300件）

<新規>

5 環境マネジメントシステム推進事業 (衛生費) 328 環境企画課

・ ISO14001の登録返上に伴う、本市独自の環境マネジメント (453-6149)

システムの構築

事業名及び事業内容



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

<新規>

6 省エネルギー計画等企画推進事業 (衛生費) 3,268 環境企画課

・ 「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づく計画策定や (453-6149)

報告書作成

7 バイオマス利活用推進事業　 (衛生費) 350 環境企画課

・ 浜松市バイオマス利活用推進協議会への負担金 (453-6149)

バイオマスに関する情報収集、情報発信

バイオマス利活用にかかる検討　など

<新規>

8 中小企業省エネ改修推進事業 (衛生費) 10,000 環境企画課

・ 10kw以上の太陽光発電設備及び市が指定する省エネ設備を (453-6149)

設置する中小企業に対する助成

@1,000千円×10件

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 63へ

9 廃食用油リサイクル事業 (衛生費) 120 資源廃棄物政策課

・ 回収拠点（区役所、公民館等）に設置する油吸着マット等の購入 (453-6192)

10 農業施設省エネルギー化推進助成事業 (農林水産業費) 8,000 農業水産課

認定農業者の施設園芸の省エネルギー化を推進するための助成 . (457-2333)

・対象経費　ハウスの二重皮膜等の燃油使用軽減のための

        施設整備

　　      　ヒートポンプ等の省エネルギー設備導入経費

・補助率（限度額）　　対象経費の10分の2（上限800千円）

・期間　平成21年度～23年度



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

11 カーボンオフセットモデル推進事業 (農林水産業費) 1,200 森林課

平成21年度に構築した浜松版カーボンオフセットモデルにより (457-2159)

民間活力を活用した森林整備を図る

※カーボンオフセットとは、省エネ行動などを実施した上で、

それでも経済活動や生活により排出されるCO2を、森林整備

などでCO2の吸収量を増加させること等により相殺又は減少させる

という考え方

12 環境に配慮した森林管理推進事業 (農林水産業費) 46,945 森林課

環境に配慮した森林管理を推進するための経費 (457-2159)

・ 間伐等の森林整備に対する支援

・ 天竜区役所の森林認証（FSC認証）を取得するための経費

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 79へ

13 地域残材搬出事業 (農林水産業費) 60,000 森林課

森林に放置されている、間伐材の搬出を行うことにより、木質バイオ (457-2159)

マス等への有効活用、林業振興、新規雇用の創出を図る

<新規>

14 木質バイオマス利用促進事業 (農林水産業費) 57,000 森林課

天竜区内に木質ペレット製造施設の整備し間伐材等の (457-2159)

木材の有効活用を図る

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 82へ



① “音楽の都・浜松”に向けた挑戦

予算額(千円) 所管課

<新規>

1 ユネスコ創造都市ネットワーク加盟事業 (総務費) 7,000 文化政策課

ユネスコ創造都市ネットワークへ音楽分野での加盟を目指す (457-2417)

・ パリユネスコ本部への申請

・ 申請書作成・登録支援業務の委託

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 19へ

2 浜松国際ピアノコンクール事業 (総務費) 15,000 文化政策課

第７回浜松国際ピアノコンクール優勝者ツアーの開催、 (457-2417)

国際音楽コンクール世界連盟総会での報告、

第８回コンクールの準備

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 20へ

3 音楽文化都市交流事業 (総務費) 13,600 文化政策課

ワルシャワ市及び札幌市との音楽文化都市交流 (457-2417)

・ ワルシャワへの友好使節団派遣

・ ショパンコンクールへの出席

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 21へ

・ 札幌市との音楽文化都市交流

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 22へ

4 浜松国際ピアノアカデミー事業 (総務費) 35,000 文化政策課

コンサートピアニストを目指す受講生を対象に、世界的に著名な (457-2417)

講師陣によるアカデミーの開催

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 23へ

文化が都市の活力を生む「創造都市」の実現

～個性豊かな地域文化の創造～

事業名及び事業内容

戦略5



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

5 青少年音楽団体育成事業 (総務費) 22,500 文化政策課

・ ジュニアオーケストラ浜松、ジュニアクワイア浜松の育成 (457-2417)

・ さくまジュニア吹奏楽講座

6 こども音楽鑑賞教室開催事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (総務費) 17,000 文化政策課

市内の小学５年生全員を対象に、プロオーケストラによる鑑賞 (457-2417)

教室を実施

・ 会　 場：アクトシティ浜松大ホール



② 市民の創造性をはぐくむ文化芸術活動の促進

予算額(千円) 所管課

1 文化芸術創造活動支援事業 (総務費) 900 文化政策課

創造的な文化芸術活動への支援策の調査研究 (457-2417)

2 みをつくし文化センター・ホール建設事業 (総務費) 448,484 生涯学習課

みをつくし文化センターのホール建設、平成２３年度供用開始 (457-2413)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 29へ

<新規>

3 城跡整備活用事業 (総務費) 800 生涯学習課

平成２３年に全国山城サミット誘致に向けた加盟自治体 (457-2413)

との協議・調整、城跡案内看板現状調査、配置計画の作成など

<新規>

4 子ども移動図書館車運行事業 (総務費) 8,918 中央図書館

天竜区にて子ども移動図書館車を配備・運行 (457-2468)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 32へ

5 流通元町図書館運営事業 (総務費) 32,880 中央図書館

平成２３年１月供用開始の流通元町図書館の管理・運営 (457-2468)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 33へ

6 新美術館構想策定調査事業 (総務費) 720 生涯学習課

平成２１年度に策定した基本構想を基に、平成２２～２３年度 (457-2413)

にかけて新たに(仮称)新美術館建設構想策定委員会を設置し、

建設構想を策定

事業名及び事業内容



③ 地域に根ざした伝統文化の継承

予算額(千円) 所管課

1 西区　区まちづくり事業　地域文化振興事業 (総務費) 720
西区
総務企画課

雄踏歌舞伎保存会活動助成 (597-1112)

万人講を後世に伝える保存会の活動に対する助成

2 北区　区まちづくり事業　地域文化振興事業 (総務費) 6,000
北区
総務企画課

時代絵巻「姫様道中」開催に要する経費 (523-1112)

3 文化財保護事業 (総務費) 9,799 生涯学習課

指定文化財の周辺における草刈等環境整備及び説明用看板修理 (457-2413)

など

4 文化財保存事業費補助金 (総務費) 21,120 生涯学習課

指定文化財所有者の保存事業や、無形民俗文化財保存会の伝承 (457-2413)

活動の支援

・県指定有形文化財龍潭寺本堂修繕

・市指定有形文化財瑞雲院山門修繕　ほか

5 アカウミガメ保護事業 (総務費) 3,000 生涯学習課

市指定天然記念物「アカウミガメ」の保護・調査及びウミガメ講座の (457-2413)

開催

6 遠州山辺の道整備事業 (総務費) 1,000 生涯学習課

平成２０年度に策定した基本計画に基づき、浜北区の丘陵縁辺部 (457-2413)

を対象として設定した散策コースなどへの看板設置など

事業名及び事業内容



① 世界に発信するシティプロモーションの推進

予算額(千円) 所管課

1 シティプロモーション事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (総務費) 48,500 企画課

政令指定都市・浜松の知名度やイメージの向上、都市ブランドの (457-2241)

確立のため、本市の魅力を国内外に広く発信

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 5へ

2 外国語版ホームページ管理運営事業 (総務費) 544 国際課

本市の概要や観光、ビジネス、音楽文化などの情報を (457-2359)

世界に向けて発信する外国語版ホームページの管理運営

3 浜松サンバフェスティバル開催支援事業 (総務費) 1,500 国際課

ブラジル市民と日本人市民との交流を促進するため実施 (457-2359)

4 首都圏情報収集発信事業 (総務費) 3,100 東京事務所

首都圏で活躍する浜松ゆかりの方やマスコミ関係者、省庁関係者 (03-3556-2691)

などによる交流会を通じ、本市の施策、産業、観光、物産などをPR

5 外国人観光客誘致支援事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 7,450 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

外国人観光客誘致のための連携団体に対する負担金 (457-2295)

6 コンベンション推進事業 (商工費) 46,968 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

国際会議観光都市づくりを推進するためのＰＲ活動や (457-2295)

コンベンション主催団体に対する支援

世界を身近に感じる交流都市づくり

～世界都市の確立～

事業名及び事業内容

戦略6



② 多文化共生社会の実現

予算額(千円) 所管課

1 地域共生推進事業 (総務費) 972 国際課

地域における日本人市民と外国人市民との共生を図るため、 (457-2359)

外国人市民共生会議や外国人市民カウンセリングを開催

2 多文化共生センター運営事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (総務費) 55,005 国際課

外国人市民の定住化に対応した様々な支援の積極的な展開 (457-2359)

のため、多文化共生センターを運営

・ 外国人市民のための生活相談

・ ソーシャルワーカー育成講座

・ 地域共生モデル事業　など

3 外国人学習支援センター運営事業 (総務費) 49,122 国際課

外国人市民学習支援の拠点施設として浜松市学習支援センター (457-2359)

を運営

・ 外国人を対象とした日本語学習の支援

・ 多文化体験（外国人、日本人対象）スクール開催

・ 外国人学校への日本語教師派遣　など

事業名及び事業内容



③ 世界の諸都市との交流・協力

予算額(千円) 所管課

1 国際交流・協力推進事業 (総務費) 7,000 国際課

(財)浜松国際交流協会が市民に対して実施している活動支援に (457-2359)

対する助成

<新規>

2 自治体職員協力交流事業 (総務費) 5,900 国際課

総務省及び(財)自治体国際化協会が行う｢自治体職員協力交流 (457-2359)

事業｣を活用し、モジダス・クルーゼス市から教育関係者を招聘

3 国際機関への参加と都市間連携事業 (総務費) 7,178 国際課

都市・自治体連合(UCLG)への参加を通じて海外諸都市と連携 (457-2359)

を図るとともに、UCLGの取り組みについて国内外へ情報発信

4 UCLG ASPACコングレス2010開催支援事業 (総務費) 18,200 国際課

UCLG(都市・自治体連合)のASPAC(アジア太平洋支部)の (457-2359)

第3回会議

・ 開催日　平成22年10月19日～10月22日

・ 会　場　 アクトシティ浜松

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 7へ

5 外国人集住都市会議事業 (総務費) 661 国際課

南米系外国人が多数居住する都市の行政担当者が会し、外国 (457-2359)

人住民に関わる課題の解決について検討

6 外国青年招致事業 (総務費) 4,905 国際課

市民や市職員に対する語学指導や国際交流関係事務の補助 (457-2359)

など地域レベルでの国際交流を推進するための外国青年の招致

事業名及び事業内容



７　分野別の主な取組み　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 産業経済分野

① 新たな産業・サービスの創造による地域経済の振興

予算額(千円) 所管課

1 高度技術人財活用事業 (商工費) 36,000 産業政策課

人材育成から研究開発、事業化支援など、産学官連携による (457-2825)

地域支援強化のための人財雇用

・ 産学官連携拠点コーディネーター

・ 浜松市産業情報室における知財マネジメント　ほか

<新規>

2 商店街等地域活性化支援事業 (商工費) 7,350 商業政策課

商店街、地域の活性化に積極的に取組む商業者等の支援 (457-2285)

のための人材雇用

・ 商業振興、まちなか賑わい創出等の相談・助言　ほか

3 都心業務機能集積促進助成事業 (商工費) 9,000 商業政策課

中心市街地へ新たに事務所等を開設する事業者に対する賃料 (457-2285)

や償却資産の取得に対する助成

4 大型商業施設建設資金貸付事業 (商工費) 848,000 商業政策課

遠鉄百貨店新館建設に対するふるさと融資の転貸 (457-2285)

※ ふるさと融資とは、地方公共団体がふるさと財団の支援の

もとに、地域振興に資する事業を行う民間事業者に対して

行う無利子貸付

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 73へ

<新規>

5 アウトレットモール誘致事業 (商工費) 1,500 商業政策課

アウトレットモール誘致のための立地可能性調査 (457-2285)

事業名及び事業内容



② 次世代へ続く農林水産業の展開

予算額(千円) 所管課

1 馬込川掃流用水調査事業 (農林水産業費) 3,000 農業整備課

馬込川掃流用水の必要性を明らかにする調査の実施 (457-2311)

・ 調査実施の意義　　22年度までの馬込川掃流用水の水利権

　　　　　　　　　　　　 を延長確保するため

・ 調査内容　　河川の深さ、堆砂量など川の流量が及ぼす影響

<新規>

2 はままつ農業人材育成事業 (農林水産業費) 14,100 農業水産課

離職者等で就農を希望する人を、ノウハウのある農業法人等に (457-2333)

雇用し、実際の農作業を通じて農業の担い手としての人材を

育成

3 農地の貸し借り促進事業 (農林水産業費) 13,657 農業水産課

農用地の利用集積等を促進するため、利用権設定による農地の (457-2333)

貸し借りに対して奨励金を交付

4 市街化区域農地対策事業 (農林水産業費) 60,758 農業水産課

市街化区域農地所有者等に対する支援（20年度～24年度） (457-2333)

・ 市街化区域農地を維持するための補助

・ 農産物の直販所の整備と維持に関する補助

・ 体験農園の開設と維持に対する補助

・ 農業経営基盤の移転に対する補助

5 農道整備事業 (農林水産業費) 87,242 農業整備課

市内農道の開設、改良、維持管理 (457-2311)

事業名及び事業内容



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 農村環境計画策定事業 (農林水産業費) 3,000 農業整備課

農業農村整備事業（土地改良事業）の円滑な実施のため、環境 (457-2311)

評価などを盛り込んだ、農村地域の環境の保全のための基本

計画を新市ベースで策定するための経費

7 林業集約化モデル推進助成事業 (農林水産業費) 8,000 森林課

林業の効率性・生産を高め、間伐等の森林整備を促進するよう (457-2159)

森林整備の集約化を進めるため、幅員2.5ｍ程度の簡易作業道

を集中的に整備するための助成

8 春野地区身近な森づくり事業 (農林水産業費) 40,350 森林課

春野・犬居城周辺の森林を対象に桜・もみじなどの広葉樹を植樹 (457-2159)

するとともに遊歩道や林間広場を整備し、森林を身近に体感できる

空間を創出

<新規>

9 地域材活用施設緊急整備助成事業 (農林水産業費) 20,550 森林課

地域材を活用して行われる金原明善の生家改修工事に対する助成 (457-2159)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 81へ

10 林道整備事業 (農林水産業費) 686,800 森林課

市内の林道の整備・維持管理 (457-2159)

<新規>

11 村櫛漁港Ｓ字航路改良事業 (農林水産業費) 30,000 農業水産課

村櫛漁港区域内の、漂砂が堆積しているS字航路の浚渫を行い、 (592-8816)

その土砂をアサリ漁場の覆砂に活用するための造成

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 78へ



2 教育、文化、スポーツ分野

① 夢と希望をもって学ぶことができる園・学校づくり

予算額(千円) 所管課

1 青少年支援体験活動事業 (民生費) 2,591 次世代育成課

問題を抱える青少年の立ち直り支援策として、コーディネーター (457-2795)

による職業体験活動や社会奉仕活動等の実施

・ 体験活動コーディネーター　2名

2 外国人就学支援員 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 38,780 指導課

外国人が多く在籍する学校へ外国人就学支援員１４人を配置 (457-2411)

・ 21年度に対し、3人の増員

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 99へ

3 スクールソーシャルワーク事業 (教育費) 9,000 指導課

問題を抱えた児童生徒を支援するため、教育に加え、社会福祉等 (457-2411)

の専門知識を持つスクールソーシャルワーカーの配置

・ 配置校　6校

（天竜中、笠井中、積志中、丸塚中、中郡中、与進中）

・ 要請に合わせ配置校以外への派遣についても対応

＜新規＞

4 武道・ダンス地域連携指導実践事業 (教育費) 9,952 指導課

24年度から中学校で必修となる武道・ダンスの円滑な実施のため (457-2411)

地域指導者等と連携し、体育教師の指導力向上を図る

・ 外部指導者の派遣

（柔道5名、剣道4名、ダンス1名の計10名）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 104へ

事業名及び事業内容



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

5 発達支援教育指導員等配置事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 82,860 教職員課

小中学校の発達支援教育推進のため指導員及び補助員を配置 (457-2408)

・ 発達支援教育指導員

・ スクールヘルパー

・ 21年度に対し、10人の増員

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 99へ

6 小学校規模適正化校舎建設・施設整備事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 1,361,342 学校施設課

小学校の規模適正化を推進するための校舎建設など (457-2403)

・ 五島小・遠州浜小の統合校建設（南区西島町）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 98へ

7 中学校規模適正化校舎建設・施設整備事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 58,209 学校施設課

中学校の規模適正化を推進するための校舎建設など (457-2403)

・ 引佐北部小中一貫校校舎増築、グラウンド整備

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 98へ

8 規模適正化幼稚園建設・施設整備事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 119,421 学校施設課

幼稚園の規模適正化を推進するための整備工事など (457-2403)

・ 内野北・内野統合幼稚園開園に伴う整備（浜北区内野）

・ 五島幼稚園建設（南区西島町）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 98へ



② 創造性豊かな文化・生涯学習・スポーツの振興

予算額(千円) 所管課

1 歴史街道文化振興事業 (総務費) 3,000 地域自治振興課

市民との協働を通して、地域資源を活用した特色ある東区の (457-2243)

まちづくりを推進

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 12へ

2 ヤマタケの蔵施設整備事業 (総務費) 30,590 地域自治振興課

天竜区二俣地域にある歴史的建造物「ヤマタケの蔵」の整備 (457-2243)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 13へ

3 新活動拠点施設整備事業 (総務費) 27,000 文化政策課

現男女共同参画推進センターを平成21年度末に閉館し、新たに (457-2417)

男女共同参画推進機能と、文化芸術活動の創造拠点を持つ複合

施設として整備

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 25へ

4 平口スポーツ施設整備事業 (総務費) 185,000 ｽﾎﾟｰﾂ振興課

平口地区スポーツ施設の整備に要する経費 (457-2421)

・ 土木工事

・ 建築実施設計

・ 地質調査

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 27へ

＜新規＞

5 入野公民館機能修復事業 (総務費) 14,500 生涯学習課

入野公民館の耐震補強を含めた機能改修に要する経費 (457-2413)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 30へ

事業名及び事業内容



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

＜新規＞

6 国民読書年特別企画事業 (総務費) 338 中央図書館

平成２２年「国民読書年」を記念して講演会、読書会リレーを開催 (457-2468)

7 博物館特別展開催事業 (総務費) 7,000 生涯学習課

・ はままつものづくり展「オートバイ列伝」　 (457-2413)

 　　　　　　　　　　　平成22年  7月 24日～ 8月29日

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 31へ

＜新規＞

8 博物館　分館台帳作成と地域連携事業 (総務費) 4,119 生涯学習課

地域の歴史文化・資料を継承する担い手を育成するための講座 (457-2413)

やイベントを開催

9 美術館企画展開催事業 (総務費) 15,248 生涯学習課

・ 20世紀フランス絵画展　  平成22年  9月 9日～10月11日 (457-2413)

・ 志村ふくみ展　    　　　　 平成22年10月23日～11月21日

・ 版画公募展　　　           平成23年 3月 1日～  3月21日

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 31へ

10 美術館特別展開催事業 (総務費) 20,986 生涯学習課

・ 古代カルタゴとローマ展　　    　 平成22年4月17日～ 5月30日 (457-2413)

・ オートバイデザインの半世紀展　平成22年 7月24日～8月29日

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 31へ



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

11 秋野不矩美術館特別展開催事業 (総務費) 25,482 生涯学習課

・ 万葉のこころを描く　　　　平成22年4月23日～6月6日 (457-2413)

・ 秋野不矩・梶原緋佐子・北澤映月　三人展　 

                           　    平成22年10月9日～11月14日

・ 宮脇綾子展   　　　　　　 平成23年2月19日～3月27日

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 31へ



3 防災、市民生活分野

① 安全で安心して暮らせる地域社会づくり

予算額(千円) 所管課

1 男女共同参画推進センター管理運営事業 (総務費) 30,450 ユニバーサルデザイン・男女共同参画推進課

中区幸三丁目所在の男女共同参画推進ｾﾝﾀｰは、平成22年度 (457-2561)

から改築するため、平成22年4月1日から現「浜松まちづくりｾﾝﾀｰ」

の3階に仮移転し、事業を実施

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 17へ

<新規>

2 夜間救急室移転事業 （衛生費） 455,928 健康医療課

新医師会館内に、夜間救急室を移転し、初期救急医療体制を整備 (453-6178)

・ 供用開始：平成22年8月

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 54へ

<新規>

3 救急勤務医確保支援事業 （衛生費） 17,079 健康医療課

救急医に救急勤務医手当を支給する第二次救急医療機関に (453-6178)

対して、補助金を交付

・ 補助率：２／３

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 55へ

<新規>

4 歯科衛生士養成所整備費助成事業 （衛生費） 11,812 健康医療課

2年課程から3年課程へ移行するための施設整備費に対して、 (453-6178)

補助金を交付

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 56へ

事業名及び事業内容



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

<新規>

5 医師会館建設費支援事業 （衛生費） 125,000 健康医療課

新医師会館のうち、がん検診の二次読影室建設費用に対して (453-6178)

支援を行う

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 57へ

<新規>

6 看護師就業促進事業 （衛生費） 2,596 看護専門学校

市内就業の看護師を対象とした資質向上のための講習会や潜在 (455-0891)

看護師の再就業支援説明会などを実施

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 61へ

7 天竜区船明地区墓地整備事業 （衛生費） 417,000 市民生活課

市民の墓所需要に応えるための公営墓所の整備 (457-2026)

・ 用地取得 （H22～H24、3年間）

・ 実施設計

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 18へ

＜新規＞

8 求職者応援事業 （労働費） 2,395 産業政策課

インターネット上に求人情報や就労支援関係情報を掲載し、 (457-2825)

求人･求職活動の場を提供

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 67へ

＜新規＞

9 新卒者等就職活動応援事業 （労働費） 50,000 産業政策課

高校未就職卒業者等を対象に、地域における成長分野となる産業 (457-2825)

に従事するのに必要な訓練を実施し、就職活動の支援を行う

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 68へ



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

10 交通安全施設等整備・修繕事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (土木費) 2,460,178 道路課

市道及び国県道における交通安全対策（通学路及び交通事故 (457-2427)

発生率の高い地区の安全対策等）交差点改良、歩道設置、

側溝蓋掛け、照明灯整備など

主な施行箇所

・ 浜松環状線（東区西ヶ崎町）

・ 浜北三ヶ日線（浜北区宮口）

・ 国道257号（中区成子町）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 86へ

11 市民防災意識啓発事業 (消防費） 3,487 危機管理課

・ 市民向け防災情報メールの配信 (457-2537)

・ 地震マップの作成



② 災害に強いまちづくり

予算額(千円) 所管課

1 天竜区役所建設事業 (総務費) 561,457
天竜区
総務企画課

消防署の事務室と同一棟による一体整備とし、現在地へ (922-0011)

庁舎を新設

・ 木造主体構造　2階建

・ 延床面積　1,755㎡

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 93へ

2 宅地耐震化推進事業 (土木費) 3,000 土地政策課

造成宅地の安全性確保のため、既存の造成宅地の危険度を調査 (457-2642)

・ 現地調査等を基に、盛土造成地の危険度評価を実施

<新規>

3 鉄道駅耐震補強工事助成事業 (土木費) 100,000 道路課

列車の安全運行及び鉄道駅利用者の安全向上を図るため、国と (457-2427)

協調して実施する、鉄道駅耐震補強工事に対する助成

・ 新浜松駅（遠州鉄道）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 88へ

4 天竜消防署建設事業 (消防費) 413,200 消防総務課

デザインビルド方式（設計施工一括発注）を採用し、天竜区役所と (475-7524)

ともに整備するための経費

・ 庁舎、消防車庫、生活棟の建設等に要する経費

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 95へ

5 消防車両購入事業 (消防費) 32,070 警防課

消防車両の更新に要する経費 (475-7531)

・ 引佐水槽付消防ポンプ車1台

事業名及び事業内容



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 耐震性貯水槽設置事業 (消防費) 15,576 警防課

地震により発生した火災に対処するための消防水利として (475-7531)

耐震性貯水槽を設置

・ 西区大平台 1基（40㎥）

・ 北区引佐町 1基(40㎥）

7 消防指令管制システムの再構築事業 (消防費) 12,600 情報指令課

迅速・的確な119番通報の処理、部隊運用等を行うため、消防指令 (475-7551)

管制システムの再構築に要する経費

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 96へ

8 消防団車両購入事業 (消防費) 2,010 警防課

消防団車両の更新に要する経費 (475-7531)

・ 天竜管理車1台

9 地域防災無線整備事業 (消防費) 189,436 危機管理課

地域防災無線デジタル化にともなう整備工事に伴う経費 (457-2537)

・ 旧浜松・浜北地域の整備工事

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 34へ



4 環境分野

① 自然環境と共生する循環型社会の形成

予算額(千円) 所管課

1 元静岡県クレー射撃場環境対策事業 (総務費) 100,000 ｽﾎﾟｰﾂ振興課

元静岡県クレー射撃場の環境対策工事（静岡県への負担金） (457-2421)

・ 事業主体 ： 静岡県

・ 負担割合 ： 静岡県60%、 浜松市40%

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 28へ

2 南部清掃工場改修事業 (衛生費) 3,859,695 資源廃棄物政策課

可燃ごみの処理能力の安定確保のため、焼却設備の改修 (453-6192)

工事を実施

債務負担行為

期間：平成21年度～平成23年度

限度額：8,400,000千円

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 66へ

3 プラスチック製容器包装圧縮減容機改修事業 (衛生費) 170,000 資源廃棄物政策課

プラベール
※
の品質改善のための減容機改修工事の実施 (453-6192)

※プラベール…収集したプラスチックごみを、圧縮梱包したもの

事業名及び事業内容



5 健康、福祉分野

① 社会福祉の推進

予算額(千円) 所管課

1 日常生活自立支援助成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 22,000 福祉総務課

認知症高齢者、知的・精神障害者を対象とし、日常の金銭管理を (457-2326)

はじめ、通帳・権利証等重要書類の預かり、福祉サービスの使用

料支払いなどの権利擁護を目的とした事業に対する補助金

2 障害福祉計画策定事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 2,000 障害福祉課

障害者基本法及び障害者自立支援法に基づき、障害者の自立 (457-2034)

及び社会参加の支援に向けた施策の策定

<新規>

3 知育玩具製作事業 (民生費) 1,400 障害福祉課

〈頑張れ浜松応援基金充当事業〉 (457-2034)

障害児通所施設で使用する知育玩具の開発及び製作を市内

の就労支援施設へ委託

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 35へ

4 障害者施設整備費助成事業 (民生費) 264,820 障害福祉課

障害者施設の整備費に対する補助金 (457-2034)

・ （新規）就労支援施設整備費に対する補助金

大山ファーム（西区大山町）　定員22人

ぐっと（南区江之島町）　定員20人

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 36へ

・ 障害者グループホーム等施設整備費に対する補助金

<ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業>

ケアホーム「こもれび」（北区根洗町、定員7人）

ケアホーム(仮)「請留1号」（天竜区渡ヶ島、定員7人）

ケアホーム(仮)「請留2号」（天竜区渡ヶ島、定員7人）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 37へ

事業名及び事業内容



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

5 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定事業 (民生費) 5,050 高齢者福祉課

老人福祉法及び介護保険法に基づき、本市の高齢者施策全般に (457-2789)

かかる総合計画の策定

6 老人福祉施設整備費助成事業 (民生費) 675,000 高齢者福祉課

老人福祉施設の整備費に対する補助金 (457-2789)

・ 特別養護老人ホーム「(仮)キラリタウン浜北総合福祉施設」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（浜北区染地台）　100床

・ 特別養護老人ホーム「山崎園」（西区雄踏町山崎）　60床

・ 特別養護老人ホーム「みずうみ」（北区三ヶ日町三ヶ日）　40床

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 41へ

7 中山間地域介護老人保健施設整備費助成事業 (民生費) 202,500 介護保険課

中山間地域における介護老人保健施設の整備費に対する補助金 (457-2374)

・ 天竜区春野町　60床（予定）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 43へ

8 地域密着型サービス等提供基盤整備費助成事業

<ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 1,034,984 介護保険課

地域密着型介護サービス提供施設の整備費等に対する補助金 (457-2374)

・ 施設開設に伴う整備費等に対する補助金

　小規模多機能型居宅介護サービス提供施設など18施設

・ スプリンクラー設備の整備費に対する補助金

　認知症高齢者グループホーム　9施設

・ 介護療養型医療施設から介護老人保健施設等への転換に

かかる整備費に対する補助金

　(仮)介護療養型老人保健施設和恵会

　　　　　　　　　　　　　　（西区入野町）40床

※ 地域密着型サービス　 住み慣れた地域での生活を支える

　　　　　　　　　　　　　　 ための介護サービス

※ 介護療養型医療施設　介護施設として指定を受けた療養

　　　　　　　　　　　　　　 病床を有する病院・診療所

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 44へ



② 子育てがしやすく楽しいと感じられるまちづくりの推進

予算額(千円) 所管課

1 私立幼稚園就園奨励助成事業 (民生費) 720,388 次世代育成課

私立幼稚園の入園料及び保育料の減免に対する助成 (457-2795)

（国の制度改正）

・ 低所得者への給付の重点化

・ 第2子以降の優遇措置の拡充

2 青少年の家管理運営事業 (民生費) 13,300 次世代育成課

リニューアルを終え、22年度より運営を再開する青少年の家の (457-2795)

管理運営経費

・ 所在地　　 中区住吉四丁目

・ 施設　　　　宿泊定員70人

　　　　　　　大ホール・研修室３室・会議室１室・和室７室など

3 子育て情報センター管理運営事業 (民生費) 39,460 子育て支援課

子育て情報センターの管理運営及び市民の視点に立った事業や (457-2792)

人材の育成を目的とした事業に要する経費

事業名及び事業内容



③ 生涯を通じた市民健康づくり

予算額(千円) 所管課

1 赤十字病院移転助成事業（補助金） (衛生費) 125,775 健康医療課

浜北区小林に移転した浜松赤十字病院の建設費元利償還金に (453-6178)

対する補助金

2 自殺対策推進事業（健康医療総務費） (衛生費) 8,557 健康医療課

勤労者メンタルヘルス実態調査、連携の仕組みコーディネート (453-6178)

委託、自殺対策連携会議の開催、普及啓発活動など

3 自殺対策推進事業（精神保健福祉センター費） (衛生費) 7,862
精神保健福祉
センター

思春期・青年期メンタルヘルス実態調査、自殺未遂者支援、外国人 (457-2709)

出張通訳、講演会や家族教室の開催など

4 母子予防接種事業 (衛生費) 917,472 健康増進課

三種混合（ジフテリア・百日せき・破傷風）やポリオ等の予防接種 (453-6119)

を実施

・（新規）麻しん・風しん第2期未接種者への接種機会付与

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 59へ

5 健康診査事業 (衛生費) 878,474 健康増進課

がん等の早期発見を目的とした健康診査を実施 (453-6119)

・ がん検診の再編・統一

・ 女性特有がん検診推進事業（一定の年齢に達した女性を対象

に無料クーポン券配布や検診手帳交付を実施）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 60へ

6 予防接種事業 (衛生費) 439,683 健康増進課

高齢者インフルエンザの予防接種を実施 (453-6119)

事業名及び事業内容



6 都市・生活基盤分野

① 都市の活力向上と快適さを実感できるまちづくり

予算額(千円) 所管課

1 公共団体施行区画整理事業 (土木費) 2,428,450 区画整理課

上島駅周辺公共団体区画整理事業 施行面積：  5.7ha (457-2366)

南浅田地区公共団体区画整理事業　 施行面積：17.3ha

高竜地区公共団体区画整理事業　 　 施行面積：11.3ha

2 組合等区画整理支援事業 (土木費) 1,011,243 区画整理課

浜北新都市開発事業 施行面積：161.7ha (457-2366)

中瀬南部土地区画整理組合支援事業 施行面積： 45.3ha

船明土地区画整理組合支援事業 施行面積： 47.7ha

井伊谷土地区画整理組合支援事業 施行面積： 23.4ha

土地区画整理組合助成事業(補助金)

事業名及び事業内容



② 花と緑豊かな快適空間の創造

予算額(千円) 所管課

1 花壇等拠点整備事業 (土木費) 45,118 緑政課

花のまちシンボル花壇及びゆりの木通り花飾りの整備や中心市街 （457-2597）

地の既存花壇の維持管理など

2 市街化区域内農地緑化保全事業 (土木費) 16,302 緑政課

市街化区域内農地の宅地並み課税に対する支援策である生産 (457-2597)

緑地地区の指定や特定市民農園の整備

・ 農園3箇所整備　ほか

事業名及び事業内容



③ 安全・安心な道路、河川空間の創出

予算額(千円) 所管課

1 道路保全調査事業 (土木費) 17,200 道路課

道路維持のための各種調査 (457-2427)

・ 舗装長寿命化対策調査

・ 交通事故データ分析調査

2 橋りょう耐震補強事業 (土木費) 180,550 道路課

地震対策として実施する橋りょうの補強工事 (457-2427)

主な施行箇所

・ （県）三ヶ日インター線駒場橋（北区三ヶ日）

・ (市)鴨江倉松線（南区若林町）

3 市道整備事業 (土木費) 1,474,450 道路課

市道の道路新設及び改良 (457-2427)

主な施行箇所

・ 小池52号線（東区小池町）

・ 須部灰の木線（北区都田町）

・ 水窪白倉川線（天竜区水窪）

4 第二東名自動車道関連道路整備事業 (土木費) 100,845 道路課

第二東名自動車道周辺の市道・国県道の改良工事 (457-2427)

5 三遠南信自動車道関連道路整備事業 (土木費) 51,000 道路課

三遠南信自動車道建設に伴う道路整備 (457-2427)

6 国直轄道路事業 (土木費) 1,986,000 道路課

国が直轄管理を行う三遠南信自動車道及び国道1号の (457-2427)

整備にかかる負担金

事業名及び事業内容



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

7 河川改良事業 (土木費) 404,200 河川課

河川・排水路の改良及び雨水対策調査 (457-2451)

主な施行箇所

・ 九領川（西区志都呂）

・ 小松川（浜北区西美薗）

・ 住吉４号排水路（中区住吉）

・ 道本川（浜北区貴布祢）

・ 馬込川、安間流域排水対策調査

8 河川維持修繕事業 (土木費) 512,000 河川課

河川・排水路の維持修繕及び安全保護柵設置修繕事業 (457-2451)

・ 市内一円の河川、排水路の維持修繕事業

・ 内水はん濫対策事業

・ 市内一円の河川、排水路の転落防止保護柵の設置修繕事業

9 港湾整備事業 (土木費) 120,160 河川課

プレジャーボート不法係留対策として実施する浜名湖の護岸や (457-2451)

駐車場など係船施設の整備

・ 雄踏瑞穂　 　　　　

・ 雄踏昭和橋南



④ 快適な居住空間の創出と公共建築物の整備

予算額(千円) 所管課

1 民間建築物アスベスト対策事業(補助金) (土木費) 7,195 建築行政課

民間建築物におけるアスベスト除去等費用の助成 (457-2471)

2 市営住宅ストック総合改善事業 (土木費) 182,180 住宅課

市営住宅の個別改善工事の実施 (457-2455)

・ 湖東団地の給水塔改善工事（西区湖東町）

・ 地上デジタル放送対応工事　など

3 市営住宅建設事業 (土木費) 513,481 住宅課

市営住宅の建設 (457-2455)

・ 大苗代団地（北区三ヶ日町）

　事業年度 H19～H23　

  3棟56戸を同一敷地内に建設 

  22、23年度は2、3号棟の建設に着手

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 89へ

・ 井伊谷団地（北区引佐町）

　事業年度 H20～H23　　　

　2棟28戸を井伊谷土地区画整理事業地内の市有地に建設

  22年度は1号棟の建設に着手

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 90へ

事業名及び事業内容



⑤ 安全で安心な水道水の供給と快適な生活環境を保つための下水道の整備

予算額(千円) 所管課

1 飲料水供給施設整備事業 (衛生費) 61,242 上下水道総務課

山間地域における衛生的で安定した飲料水の供給のため各種 (474-7012)

事業の実施

・ 消毒設備整備事業・・・消毒設備未整備施設を整備

・ 水源整備事業・・・飲料水を確保するため水源施設整備

2 生活用水応援事業 (衛生費) 16,806 上下水道総務課

公設水道事業の恩恵を受けられない地域に対する、生活用水の (474-7012)

確保及び水質管理体制等の充実を図るための支援

・ 水の宅配サービス

・ 施設整備及び維持管理支援事業

3 水道施設建設改良事業 (水道事業会計) 4,877,883 水道工事課

水道施設の整備、改良など (474-7411)

・ 配水管の整備、改良

・ 配水施設等の整備

・ 浄水施設等の耐震化

4 下水道施設建設改良事業 (下水道事業会計) 6,506,550 下水道工事課

下水道施設の整備、改良など (474-7514)

・ 管きょの整備、改良

・ ポンプ場の整備、改良

・ 浄化センターの整備、改良

事業名及び事業内容



7 都市経営分野

① 行財政基盤の人的・制度的運用の確立と推進

予算額(千円) 所管課

1 会議録作成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (議会費) 6,595 議事調査課

本会議、委員会の会議録の作成 (457-2513)

2 調査・広報事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (議会費) 12,450 議事調査課

市議会だよりの発行、インターネット議会中継など (457-2513)

3 人材開発推進事業 (総務費) 55,131 人事課

階層別研修、専門研修、国等への派遣研修などの職場外研修の (457-2081)

実施や職場研修・通信教育受講者等への助成・支援を通じて人材

開発、育成を推進

・ (臨時)人材育成ニーズ調査委託の実施

4 市政広報事業 (総務費) 179,137 広聴広報課

広報はままつの発行やテレビスポット番組広告などを実施 (457-2021)

・ (臨時)浜松市制100周年記念冊子及びDVD制作

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 4へ

事業名及び事業内容



② 協働型都市経営の推進

予算額(千円) 所管課

1 浜松市総合計画推進事業 (総務費) 18,364 企画課

・ 第2次浜松市総合計画の策定 (457-2241)

平成23年度からスタートする第2次浜松市総合計画の策定

・ 浜松市市民憲章の策定

市民の行動規範、努力目標となる市民憲章を策定

2 市政100周年記念準備事業 (総務費) 1,600 企画課

平成23年7月1日、浜松市制施行100周年を迎えるにあたり、 (457-2241)

記念事業について、市民協働により検討

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 6へ

3 地域力向上事業(各区役所費) (総務費) 128,300
中区
総務企画課

市民協働の理念のもと、地域課題の解決により地域力を向上し、 (457-2210)

住みよい地域社会を実現するため、市民提案やアイデア等を基に
東区
総務企画課

実施する事業 (424-0115)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 94へ
西区
総務企画課

(597-1112)

南区
総務企画課

(425-1120)

北区
総務企画課

(523-1112)

浜北区
総務企画課

(585-1141)

天竜区
総務企画課

(922-0011)

事業名及び事業内容



③ 将来像を実現する予算編成及び中長期的な健全財政の維持

予算額(千円) 所管課

1 財政状況公表事業 (総務費) 7,431 財政課

市の財政状況を分かりやすく市民に公表するため、バランスシート (457-2271)

を作成し、「財政のすがた」に掲載

2 資産経営推進事業 (総務費) 14,798 資産経営課

・ 保有財産（土地・建物）の縮減と効率的な施設運営 (457-2276)

・ 既存財産の戦略的な有効活用

・ 安全で快適に利用できる施設やサービスの提供

3 市税収納事業 (総務費) 44,000 納税課

・ 徴収金の収納整理及び督促状の発付 (457-2266)

・ 市県民税・固定資産税・軽自動車税のコンビニエンスストア

での収納を実施

4 市税等催告業務委託事業 (総務費) 112,500 納税課

市税等の滞納について、電話催告及び訪問催告・収納業務を民間 (457-2266)

事業者へ委託することにより、収納体制を強化し収納率の向上を

図る

5 監査執行事業 (総務費) 12,166 監査事務局

財政健全化等審査及び公営企業会計・財政援助団体等監査の (457-2391)

強化を図るため、公認会計士への委託を拡充

事業名及び事業内容
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